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第1章 計画準備

1‐1 業務概要

1-1-1 令和 5年度事業の概要

農業を活かしつつ健康・福祉活動に資する取組みの推進として、農業・福祉・観光・健康連携による拠′煮

施設整備の第一段階整備の事業着手及び第二段及び第二階整備の事業実施計画の具体化に向けた関

係者調整を支援した。また、第四～第六段階整備に係る地権者意向の把握を進めるとともに、本事業に係る

理解醸成に向けた地権者説明会を実施する。昨年度の事業者ヒアリング等を踏まえた事業内容の精査を行

い、第四段階整備区域における事業候補者の選定支援を行つた。

今年度実施内容

図 卜1 本事業全体のスケジュール (案 )
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⑥

図 卜2 本事業範囲
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1-2 業務フロー

本業務の進め方を以下に示す。

図 1-3 業務実施フロー

1‐3 業務実施内容

本業務における業務実施内容は、以下に示すとおりとした。

(1)計画準備
。本業務を進める為、業務計画書の作成及び必要な計画準備を実施した。

・今年度の成果となる第一～第二段階整備に係る関係部局調整及び事業推進に寄与するエリアマ

ネジメント調整会議・委員会の実施、第四段階整備の進め方の具体化、自治会・村民等への意

見聴取などを円滑に進める作業内容及びスケジュールをとりまとめた。

(2)第一段階整備事業着手支援及び第二、第二段階整備区域における事業実施計画策定支援
。第一・三段階整備事業者 (EM)及び第二段階整備事業者 (若松病院)への個別ヒアリングを実
施 (4回 )した。

・第一段階整備実施に係る全体進捗会議に対応 (7回)した。
・各回においては、各事業者が検討・実施予定の取組みに関する参考事例等について情報提供及

びアドバィス・支援を行った。

・各段階整備に向けたスケジュールや関係部局調整状況を把握した。
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(3)自 治会役員との意見交換の実施
。本事業区域に位置する自治会 (荻道地区、大城地区)を対象に、本事業内容及び進捗、今後の

連携内容について意見交換 (各 1回)を実施した。なお、意見交換の開催方法は、各公民館で

の実施を基本とし、自治会と調整の上、実施した。

・本事業進捗に係る情報提供を行うとともに、現在自治会が取り組んでいるまちづくりを推進する中

で連携可能な事項や区民の巻き込み方について意見交換を実施した。

(4)エ リアマネジメント調整会議の実施
・本事業の円滑な事業推進に向け、第一～第二段階の各実施事業者、行政、実施エリ

~ア
の自治

会、事業実施エリア・事業展開に関係する地域組織・企業等による調整会議準備会の開催を支援

した。具体的には、1回/月 程度の開催とし、事業実施に向けた対応状況や今後の検討課題等に

ついて意見交換や協議を行った。なお、調整会議の資料及び議事録の作成などを実施するとと

もに、委員会資料、報告書への反映なども図った。

・調整会議では、本事業の方向性を定めた「グランドデザイン」をたたき台に①当面の課題、②事業者間

で調整すべき事項、③将来的に取組むべき事項について各主体の取組み事項を協議した。

(5)第四段階整備以降の区域における地権者意向把握及び説明会の実施
。第四段階及び第五段階、第六段階 (東地区)における地権者情報 (地権者名、連絡先)の更新

対応を行った。

・本事業進捗に係る情報発信として、取組み状況を整理した情報発信ツール (かわら版)を作成

し、配布 (1回)した。

(6)自 治会及び村民への意見聴取の実施

・過年度調査で作成した事業概要の説明パネルや説明動画について、各段階整備の事業内容及び

事業スケジュール等の更新内容を踏まえ、時点更新を行った。

・自治会向けの意見聴取は、自治会イベント「荻道自治会総合展示・即売会、第 18回大城スージ

グゥワー美術館」への説明ブース設置を行つた。

・イベントを通じた事業概要等の説明 (68名 )、 資料配布 (77名 )を行った。

・村民・村外は、事業概要紹介 HP作成支援を行った。

・村民・村外向けの情報発信・意見聴取として、「北中城村農産物フェア」への説明ブース設置を行つた。

(7)本事業隣接地域の関係者への意見聴取等の実施
。本事業区域の隣接地域における関係者への情報収集を実施した。なお、情報収集を実施する関係者

は、県営中城公園 (沖縄県公園整備課)、 中城村とした。各関係者との調整の方向性は、以下の観

点から整理する。

県営中城公園 :公園整備計画と本事業との連携方策等

中 城  村 :中城村及び北中城村の共同まちづくりの実現に向けた取組状況等
・県営中城公園公園調整会議で使用する説明資料及び調整事項を整理した。

。今後本事業と連携し取組むべき事項を整理した。

7



(8)第四段階整備区域の事業者選定の支援
・第四整備区域の事業内容の更新を検討した。

・第四～第六段階の進め方について、組合せを整理し、推進委員会に諮った。

・推進委員会での助言を踏まえ、第四～第六東地区を一体的に検討する手法等について検討した。

・本取組みに関する参考事例収集を行った。

(9)庁内の事業推進に係る意見聴取等の実施
。第一段階整備に係る庁内関係課との会議「農健福祉の里事業関係課工程会議」の運営支援 (説明資

料作成、議事録作成)を実施した。

(10)農振除外及び開発許可等に係る関係機関との意見聴取等の実施
。第二及び第二段階区域が農振除外の対象となる調整経緯を整理した。

・第二及び第三段階整備に係る開発許可の適合状況や組合せ等について検討した。

※第二及び第二段階整備を一体的に進めることに関する県関係部局調整は、事業者の計画策定

後に実施するものとし、開発許可等に関する事項の県関係者調整は未実施とした。

(11)各段階整備の進捗状況等に関する委員会の開催
。本年度の事業進捗及び第四段階整備以降の事業の進め方に係る意見聴取として、委員会 (3

回)を実施した。
。新たな委員として、農福関連の有識者 1名 (ソルファコミュニティ)及びまちづくり関連の有
識者 l名 (石垣氏)を追加した。

(12)事業内容の住民等への説明資料及び報告書の作成

・前項までの検討結果を踏まえ、事業内容の住民等への説明資料 (事業概要リーフレット)及び
報告書を作成した。

・事業概要リーフレットは、過年度作成したリーフレットを基本に事業進捗状況の反映及び一般

村民にも事業内容の理解促進に資する平易な文言で更新を図った。
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第2章 第一段階整備事業着手支援及び第二、第二段階整

備区域における事業実施計画策定支援

2‐1 第一～第二段階整備事業者との調整

第一～第二段階整備区域における事業進捗等の把握のため、第一～第二段階整備事業者と調整を実施し

た。各調整の実施概要を以下に示す。

表 2-1 第一～第二段階整備事業者との調整概要

2-2 調整結果

第一～第二段階整備事業者との調整結果の概要を以下に示す。

<第 1回調整>
・現在一体化案作成に係る若松病院との調整中のため、施設規模・費用等が未定となっている。

・第二段階整備として当初想定していた導入機能及び規模は、合計面積 1,034だであり、 「農

産物特売所 (160∬ )」 及び 「食品加工施設 (72∬)」 、 「レス トラン (64∬ )」 、

「観光農園 (オーガニックパーク)約 1,057∬」等である。

・第二段階整備の農道移設を踏まえた配置案を作成しており、各施設は、前面道路側に集約配

置することや駐車場を第二段階整備区域内に集約配置するかを検討している。

・第二段階整備にあたり活用を想定していた補助メニューの関係者調整は、第二段階整備との

一体化の検討の見通しがたつた段階で再開することを想定している。

<第 2回調整>
・配置レイアウト・施設設計・積算等の検討に係る設計者は選定済み。

。第二・第二段階整備一体化案の配置レイアウトを複数作成している。

実施時期 段階整備事業者 調整項目

第 1回 令和 5年 9月 19日 (火 ) 第二段階整備事業者 。第二段階整備内容

・検討スケジュール等

第 2回 令和 5年 9月 19日 (火 ) 第二段階整備事業者 。第二段階整備内容

。第四段階整備への参画

・検討スケジュール等

第 3回 令和 5年 10月 12日 (木 ) 第一段階整備事業者 ・事業進捗

・学童農園

・再生可能資源 (生 ごみ)

第 4回 令和 5年 1月 23日 (月 ) 第一段階整備事業者 ・事業進捗

・三育小との協議事項

。今後のスケジュール等
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・配置レイアウト上のコントロールポイントは、農道であり敷地内での移設場所を検証中である。

・駐車場台数が 300台程度必要となるため、敷地を有効利用できる配置を検討したい。

・次年度予定されている埋蔵文化財の試掘調査時期については、第三段階整備区域を先行して

実施してもらえると配置レイアウト検討の手戻りが少なくなる。

・農振除外に係る時期の見通しは逐次共有いただきたい。

・第二及び第三段階整備区域内の未取得の土地の調整については、第二段階整備事業者と協力

の下、情報収集を進めている。

<第 3回調整>
・第一段階整備の工事進キ′サは、計画通り進んでいる。

・令和 6年度 8月 頃から仮稼働 (総合試験)に着手できる見通しである。
・仮稼働が問題なく進めば、令和 7年 4月 から事業運用開始できる。

・令和5年 9月 に回場の造成が完了したため、学童農園の取組みについて三育小と調整を進めてい

る。令和6年度は、テスト期間とし本格実施に向けた運営方法や費用面の検証にあてたい。

・三育小からの要望も踏まえ、令和 6年度の仮運用を実施する場所は圃場とし、令和 7年度以

降の本格実施は、休憩所近くに設ける農園とする。

・バイオガス発電の試験運用期間の三育小からの生ごみ受入れについて、実施方法と費用面は

今後も継続して協議していく。

・第一段階整備区域と三育小の境界部の法面において地滑りが発生したことを踏まえ、第一段

階整備事業者が安全対策を実施する予定である。

<第 4回調整>
・第一段階整備の工事進捗は、計画通り進んでいる。

・第一段階整備区域から三育小へのアクセス路などが整備できている。

・三育小へのアクセス部の門扉改修について、三育小と調整している。

・ 2月 6日 に三育小関係者の現地説明を実施した。

・生ごみの受入れについて、回収を第一段階整備事業者側が実施する場合、法的に無料は難しい

ことが半J明 したため、令和 6年度後半からの事業化段階の費用面の考え方は今後も継続して協

議する。

・三育小における環境学習及び体験学習について、第一段階整備事業者がこれまで実施してい

きた取組み (①環境学習 :EM座学、EM活性液づくり、EM堆肥づくり、②体験学習 :沖縄の旬

の野菜のハルサー (農家)体験)を基に実施内容を今後も継続して協議する。
・学童農園が運用開始した場合の実施内容として、環境学習 1回、植付け 1回、収穫 2回を予

定しており、今後三育小学校と詳細を調整予定である。

・第一段階整備区域の賃貸借契約の更新について、更新を前提に更新年数は今後調整する。

・三育小学校にて本事業の愛称等を募集する場合、本事業内容の説明が必要で説明会等を実施

した後実施することが望ましい。
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第3章 自治会役員との意見変換の実施

3‐1 自治会役員との意見変換

3-1-1 荻道自治会役員との意見交換の概要

本事業概要及び第一段階整備の進捗状況等について自治会主要メンバーと意見交換を行つた。

意見交換結果を以下に示す。

|<荻道自治会 (7名 ):令和 6年 3月 8日実施>

|。 肥料や液肥の試験的な提供について、使い方の周知も同時にしていただくと普及が促進される。

・提供と併せて定期的に肥料や液肥の使い方の講習会をしていただきたい。

・自治会の子ども会で営農イベントもあるので、第一段階整備区域内の農場を活用するなどの

連携した取組みを模索できるとよい。

・発電設備を有するため、将来的な災害時を見据えた連携についても具体化できるとよい。

図 3-1 荻道自治会役員説明会の実施風景
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3-1-2 大城自治会区民との意見交換の概要

本事業概要及び第一段階整備の進捗状況等について自治会区民と意見交換を行った。

意見交換結果を以下に示す。

<大城自治会 (19名 ):令和 6年 3月 12日 >
。第二段階整備で整備される農産品直売所や農家レストランは、しおさい市場との住み分け・

連携を検討すべきである。

・第一段階整備の事業区域内の緑化や動植物の保全の取組みの情報発信があるとよい。

・栽培する品目について、村花 (ラ ン)に着目した取組みを推進してはどうか。
・事業進捗の定期的な情報提供の場として、説明会を開催いただきたい。

・JUか ら中村家までの村道整備はいつか ?早 く整備して欲しい。

図 3-2 大城自治会区民説明会の実施風景

12



第4章 エリアマネジメント調整会議の実施

牛1 事業推進に係る検討体制

4-1-1 事業推進に係る検討体制の検討

第一～第三段階整備事業者の選定により、本事業推進に係る調整や自治会等との密な調整が必要

となっている。本事業に係る将来的なエリアマネジメントを担う組織育成に向け、各段階整備事業

者及び自治会等による調整会議を設置し、日下の課題や将来に向けた協議を実施している。

現在の事業推進に係る検討体制を以下に示す。

運営

提言

エリアマ

ネジメン
ト組織

※住民・

事業者
・地権
者等に
よる自
主的な

取組み

」一一一一［

図 4-1 事業推進体制

●事業推進に係る調整の

実施 ●事業の円滑な実施に係る協議

●各段階整備の事業者選定
●事業実施に係る支援

●構想の事業実施
。事業実施の各種手続き
①用地調整、②事業計画
③資金調達、④インフラ整備

●地権者への情報発信・

調整

●地 域住 民 へ の情 報 発

信 。まちづくり支援
●構想を受けた地域的なまちづ

くりの実施

●構想実現の事業推進対応

委0属●構想実切に向けた取組実

施

●構想を踏まえた事業進捗の把握・提言
●構想実現に向けたまちづくりへの助言

】ヒ中ナ成本寸

各段階整備事業者

:!!:!!!!日日日日日日日日 |

||‖ |十1114111111

C十 !|!)|、ィrィ ||「 11ィ ||・ rl l‖ |IIIIII坤 ilirl)

地権者 ※任意

自治会
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牛2調整会議の開催支援
牛2-1 調整会議の開催概要

今年度の調整会議において、意見交換を行った事項を以下に示す。

なお、第 1回調整会議は、連携協定の締結前であったため、第一～第三段階整備事業者のみで開催した。

表 牛1 調整会議の開催概要
実施概要

第 1回
(10月 )

① 調整会議及び推進委員会の位置付け等の協議
② 各段階整備に係る進捗・課題の協議
③ 第 1回委員会での議論内容の協議
。第二及び第二段階整備を一体的に進めることに関する意見交換
・定期的な各段階整備の実施内容の見直しに関する意見交換
④ 今後の調整会議での協議事項
⑤ その他。今後のスケジュール

第 2回
(H月 )

① 調整会議及び推進委員会の位置付け等
② 各段階整備に係る進捗 。課題
③ 第1回委員会での議論内容
④ 住民説明会等の実施に向けた意見交換
・住民説明会の実施方法・時期
・上記以外の村民向け情報発信

⑤ 第四段階整備の実施内容との連携に関する意見交換
・第四段階整備内容を踏まえた一～第二段階整備側から連携が考えられる事
項に関する意見交換

⑥ その他。今後のスケジュール

第 3回
(12月 )

① 各段階整備に係る進捗・課題
② 第 2回調整会議での議論内容
③ 第 2回委員会での議論内容
④ 住民説明会等の実施に向けた意見交換
・住民説明会の実施方法。時期
。上記以外の村民向け情報発信

⑤ グランドデザインに関する意見交換
・委員会意見を踏まえた追加事項に関する意見交換
・グランドデザインのとりまとめに向けた検討項目に関する意見交換

⑥ その他・今後のスケジュール

第 4回
(1月 )

①
②
③

④

⑤

各段階整備に係る進捗・課題

第 3回調整会議での議論内容
事業区域全体におけるベルソナ設定に関する意見交換
。当該地域への訪問者のベルソナ (たたき台)の設定
事業区域全体における移動手段等に関する意見交換
・段階的な整備を踏まえた訪問者の駐車場所、回遊ルートの考え方
その他 。今後のスケジュール

第 5回

(2月 )

①
②
③
④
⑤
⑥

各段階整備に係る進捗・課題

第 4回調整会議での議論内容
第 3回事業推進委員会での議論内容
各自治会説明会に関する意見交換

地権者の情報発信及び情報整理に関する意見交換
その他 。今後のスケジュール
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4-2-2 調整会議の結果綱死要

今年度の調整会議の意見概要を以下に示す。

表 4-2 調整会議の主な意見

主な意見

第 1回

(10月 )

・調整会議は 2カ 月に 1回など定期的に開催できないか。
・内閣府にも引き渡しが終わっているものについては使用の承諾を得ている。

・施設は 2024年 8月 から仮運用予定である。
・2025年 4月 から事業開始となるので、仮運転時にできる液肥 。たい肥は村内で無

料配布し、フィー ドバックとして適正価格をヒアリングしたい。

・第二段階は県と話をし、村づくり交付金の補助制度の活用を検討している。

・農道は取つ払つたほうが、敷地の運用は第二段階と第二段階が一緒に使つているよう

に見えるので、レイアウト的にもデザイン的にもよい物ができるのではないか。

第 2回
(11月 )

・事業開始までの期間はあるが、現地を知ってもらう仕掛け
。イベントを検討し、

事業開始に向けた機運醸成等に取組むべきである。

・村内及び自治会向けの情報発信は、村広報誌への記事掲載が最も効果的と思われる。

・村 HPに本事業専用ベージを作成し、事業の進捗や関連するイベント等の実施状

況の情報発信を予定している。事業者・自治会において掲載した情報があれば事

務局まで連絡してほしい。

第 3回

(12月 )

・村ホームページヘの事業に関する記事記載を検討している。

・宜野湾市で認知予防の取り組みをしている農地が来年度使えなくなるため、代替

地を探している。荻道地区のひまわり畑の活用を視野に調整を進める。

・中城公園のモビリティ関連の取り組みを確認する必要がある。

・本地域の視察受入れ等に関する専用窓日の設置を検討してはどうか。

・第二・第二段階整備の一体化案については、農道の取扱いについて今後調整が必要である。

具体的には、道路構造、管理 (民間管理、公共移管)、 雨水排水処理等を詰める必要がある。

・「愛称」の募集について、事業を行う地域の意見を集める場合、三育小に協力依

頼ができるのではないか。

・自治会向けの説明会について、現地視察は建屋等が出来た段階で実施することが

望ましい。
・グランドデザインについて、第二 。第二段階整備のデザインを委員会に諮り、第

四段階整備以降の推奨とするのが望ましい。

第 4回
(1月 )

。同意状況等の情報を一元的に管理すべきである。ただし、個人情報を含んでいる

ため、閲覧者は限定すべきである。
・スケジュールも考慮すると地権者交渉状況の一元化が必要であり、交渉内容の記

録も必要になる。
・第一段階においては視察申込のプラットフォームをEM研究機構で作成することを検討し
ており、ふるさと納税のメニューとする予定があるので村企画振興課と調整している。

・地域向けの視察と有料の視察の 2区分で実施していく方向性である。
・視察の工程を組むためには資格が必要であるため、EM研究機構は 2月 よリウェ
ルネスリゾートと合併し、旅行業も取り扱えるようになる。

・事業全体の愛称がある中で、各段階の事業者名は表示されるのか。また、表示の

しかたを合わせる必要があるのか。今年の夏ごろまでに名称表示の方法について

判断いただきたい。
・観光客以外にも企業、行政も対象になり、テクニカルビジットもペルノナになりうる。
こ認知症の方は村内利用者としてペルソナになりうる。
・中城公園までバスを軸とした通行を検討できるとよい。コミュニティバスや送迎

バスのルートに本事業区域を組み込めるとよい。
。今後夏ごろから液肥と堆肥を生産していくので、村での利用や村内農業での利用

が可能かなど使用場所・使用方法を検討いただきたい。最大で 2t/日 生産するこ
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とができる、基本的に販売していく意向だが、村民については村民向けの価格設
定を設けたい。

第 5回

(2月 )

。今年 6～ 7月 頃の試掘調査実施に際しては、第一段階整備の工事と密に調整する
必要がある。
・景観関係についての協力依頼は、必ず対応すべきや可能であれば対応すべきとい

ったレベルの区分けをお願いしたい。
・第二段階整備区域の広場に遊農クラブの機能を移転し、実施予定である。
・本事業で実施する内容は、枠組みで縛るのではなく、包括支援センターで居場所がな
くて困つている人、若年性の人も含めて相談を受けるような場所になるべき。
・花専用、果樹専用、野菜専用ぐらいに分け、それぞれ公民館に置かせていただきれ
残量を見て今後何の専用に絞るかを決めるなどもできるのではないか。
・第一段階整備区域の視察受入は、8月 頃を目途に、EM研究機構の HP、 各社 HPに
視察申し込みのフォームを作成し、8～ 12月 くらいをテスト期間とし、実際は補
助事業が終わる 1月 もしくは4月 から有料化をしていく予定である。
・村民向けの情報発信は、第一段階は説明会等を実施し、第二段階・第二段階は事
業紹介パネルでよいと思う。
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第5章 第四段階整備以降の区域における地権者意向把握及

び説明会の実施

5‐1 第四～第六段階 (東地区)の地権者情報の更新

5-1-1 地権者の情報の確認 。更新

地権者の意向把握及び説明会の開催に先立ち、地権者意向把握が実施から一定程度時間が経過したた

め、改めて地権者の居所確認として荻道・大城自治会の協力の下、各地権者の情報更新を行つた。

また、次項で詳述する「かわら版」の配布について、書留による郵送を行うことで居所の確認を

行った。

地権者の居所等の確認結果を以下に示す。

今年度の取組みにより、概ねの地権者の居所が確認された。

一部の居所不明者については、「農地法 51条の 2に もとづいて、関係市町村に農地に関する情報

の提供」または「親族への問合せ」、「登記簿による再調査」を基本に対応することが考えられる。

表 5-1 地権者の居所確認結果

5-2 第四～第六段階 (東地区)の地権者への情報発信の実施

5-2-1 本事業の進|,歩状況に係る情報発信の実施

前項で確認した地権者に対して、本事業の進捗状況等の情報提供として取組み状況を整理した

「かわら版」を作成 。郵送を実施した。

地権者へ郵送した「かわら版」の第 1号を次頁に示す。

地権者数 令和 3年度調査時

居所不明者

自治会との調整に

より居所判明者

かわら版郵送 (書

留)による居所確

認者数

第四段階 9 1 1 8

第五段階 4 0 0 4

第六段階 (東地区) 18 2 2 16
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【健康口福祉の里プロジェクトとは】

○農を中心とした「食・育・観`住」連携による健康・

福祉の里づくりとして、以下の4つのテーマに

関する取り組みを段階的にすすめることで「北
中城みらいづくり」の実現を目指します。
○具体的な施設整備等は、4つテーマに基づき、
6段階に分けて進めていきます。
O現在、第一～三段階の事業者が決まり、第一
段階は、施設整備が進んでいます。

【第一段階】

令和 5年 12月 時点

日本事業で逸蔵すべき4つのテーマ

1)村の農産物やエネルギーの地産P色消/6次産業化商品
2)農を活かした心身の健康増進
3)村内外に北中城の魅力を伝える観光・体験型の場
4)農を申心とした人と人との交流ある村での暮らし

毎
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かわら版 第1号
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編集・発行:北中城村役場 農林水産際

住所:北中城村字喜舎場 426‐ 2

日E悟 :098‐935‐ 2260

F′じ【:098‐935‐ 5536
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…

ヨD「
イ
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全国から注目 !ビオサイクルセンター(第一段階の事業)

・第一段階の事業者である株式会社 EM研究機構により、
事業が進められています。
・中央のビオサイクルセンターでは、生ごみなどの食品残澄か

ら、発電するバイオガス発電設備とバイオスティミラント製

造設備、微生物培養設備、管理室兼事務所が一体的に整

備されます。
・発電設備からの排出物を活用し、堆肥や液肥などの副産物
ヘリサイクルし、村の有機農業の推進に役立てる予定です。
・全国的にも先進的な施設で、既に自治体関係者など多数の

視察団が村を訪れています。
・本事業では、食。農・エネルギーの地産地消を進め、持続可

能なむらづくりを行っていきます。

袖世ζ
n'

トビツクス:第一段階は予定とおりに進んでます !

・バイオガス発電施設の造成工事は、2023年 12月 末で終了
しました。

・三育小学校との連絡通路も2023年 12月 に完成していま
す。現在は、3月末に6年生の収穫体験に向けた作付け中
です。来年度は学童農園のテスト期間として取り組み、様々

な調整を行っていきます。

・2024年 3月にICT太陽光型水耕栽培施設が完成予定で
す。水耕栽培施設では有機肥料によリトマトの栽培を検討
しております。

'バイオガス発電施設は、2024年 10月 に試験的に稼働す
る予定です。

図 5-1 かわら版第 1号 (表面)
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本事業は、事業者等による調整会議を中心に、本村と推進委員会が支援するカタチで推進します。

・事業者及び自治会等による調整会議は、1回 /月で開催しています。

・推進委員会は、3回 /年開催し、2023年 12月に造成工事がほぼ終わった現地を視察しました。
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一”工〉鵬　中期輔縦節報珊

2月 14日 (水 )に第3回推進委員会
が役場の会議室で開催されました。

推進委員会では、本事業の利用者

像や地区内外の移動手段、第四段

階以降の整備の進め方、本事業の

グランドデザイン(案 )などについて

話し合われました。

北中城村農産物フェアで本事業のパネルが展示されました。

,2月 10日 (土)に北中城村農産物フェアが開催され、本

事業のパネル展示と事業紹介パンフレットが配布されま

した。

。「知らなかったので情報周知を強化してほしい」、「自治

会でも説明会を実施してほしい」、「住みたい人は多いと

思う」などの声が寄せられました。

"'●帝

荻道自治会・大城自治会のイベントで情報発信しました。

・令和5年 H月 25日 (土)～ 26日 (日 )に荻道自治会総
合展示・員「売会と第 18回大城スージグウワー美術館に

て本事業の概要紹介パネル展示と事業紹介パンフレット

を配布しました。

・「地域の特産となる品目を選定したい」、「地区からの移

動手段や宿泊機能が必要」、「緑を活かした開発とした

い」、「住宅地ができることが望ましい」などの声がよせら

れました。

荻道自治会会場大城自治会会場

役場のホームベージで事業概要が紹介されています。

・令和6年二月 16日 (火 )より、村役

場のホームページで「農を活かし

た健康福祉の里づくり事業」の紹

介が始まっています。

・「事業概要」からは、第一～第六段

階までの詳しい計画を知ることが

できます。

(二次元コードはこちら)⇒

■耗ψ・
―
二
r・
ずヽ ビF

奉生母
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コ
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回

図 5-2 かわら版第 1号 (裏面)
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第6章 自治会及び村民への意見聴取の実施

6-1 情報発信ツールの整理

6-1-1 事業概要説明パネルの更新

昨年度より自治会への本事業の情報発信の一環として、事業概要説明パネルを村役場、荻道
。大

城自治会、第一段階整備工事事務所に配布 。設置している。

第一～第二段階整備の事業進捗及び第四段階整備以降の事業の進め方について各種検討が進んだ

ことを踏まえ、事業スケジュールのパネルについて、更新を行った。

更新したパネルを以下に示す。

。中城村 。中城
ノム`園と連携し、健康増進施設やフイールドアスレチック、観光にも資する心れあい

ノヽ―クの整備を行う構想をしています。
● さらに、1日中城ダム・ダム湖周辺での環境体験ツーリズム、親水公園や、アニマルセラピー、多世

代交流の花園、蝶の観察などの展開を行う構想をしています。

●下記に記載のスケジュールを想定し、整備・検討を進めていきます。
●◆後、住民及び地権者の皆様への丁寧な事業説明、関係機関や民間企業との適切な連携により、

音実に事業を進めてまいります。

黎 君郎F“エー ト   |―   | 1 ~~~~~~

―  ~十 ~~~|   |~

。第四段階整備以降は、ε後具体化に向け検討していく段階です。

図6-1 事業スケジュールの紹介パネル

健康増進施設整備

イ(10)れ
'1■

r

括園

・す f筆 、1' ‐
ｒ
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∫
―

今後の予定

甥艤 蜂 部 襲 々 |

”中一”一挙
臨 萌 申 中
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鷲

中

20



6‐2自治会への情報発信の実施
6-2-1 自治会イベントにおける本事業概要の説明パネル展示の実施

自治会役員等の協議の結果、地域住民への本事業の情報発信及び共有方法として、自治会イベン

トに事業概要を整理した説明パネルを展示した。

各自治会イベントヘの参加概要及び実施結果を以下に示す。

表 6-1 参加した自治会イベントの概要及び実施結果

概  要
参加イベント ・荻道自治会総合展示・即売会

。第 18回大城スージグゥワー美術館

日時 。令和 5年 11月 25日 (土)～ 26日 (日 )

10:00～ 16:00

実施内容 。「農を活かした健康・福祉の里づくり」事業の概要紹介パネル展示

・事業紹介パンフレット配布

結果 説明対応 荻道自治会 :27名 (25日 25名、26日 12名 )

大城自治会 :41名 (25日 21名、26日 20名 )

配布 荻道自治会 :41通

大城自治会 :36通

図6-2 事業概要の説明パネルの設置風景 (荻道公民館)
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か
す

図6-3 事業概要の説明パネルの設置風景 (大城公民館)

表 6-2 イベントでいただいた主な意見

意  見

荻道自治会 ・第一段階整備等で栽培する品目の精査が重要である。地域の特産となる品目

(バニラとか)を選定し、地域をけん引する取組みとしてほしい。

・本事業に賛成だが、本地区が整備された後に荻道地区からの移動 (手段)が

心配である。

・地域に見回り品が買える商店が出来るのは大変助かる。

・せつかく人が集まる場所ができるのだから、滞在 (宿泊)機能は必要だと思う。

・地域の方の利用や観光客を呼び込むものとして、温浴施設があるといい。

・事業区域の周辺についても、将来的な活用方法を検討すべきではないか。

大城自治会 ・立派な施設ができることは歓迎するものの、本地域の緑を活かした開発とし

て欲しい。

・本地区の交通アクセスを分かりやすく誘導するサイン等を検討してほしい。

・大城自治会からの交通アクセスの整備を検討してほしい。

・県営中城公園にもキャンプ場が整備あり、第五段階と重なるため内容を更新

が必要。

・住宅地ができることは望ましい。

・第六段階東地区は、道路付が悪く西地区に比べ住宅として価値が低くなりそう。

・地域に見回り品が買える場所があると大変助かる。

・本事業を受けた取組みは、地域に還元するようにしてほしい。

・村には地域の開発とあわせて下水処理のインフラ整備も進めてほしい。
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6‐3村民日村外への意見聴取の実施
6-3-1 村民・村外向けの情報発信の実施

村民・村外向けの本事業に関する情報発信として、村 HPにおいて、専用ページを開設した。

村 HP開設に際しては、本事業内容の紹介とあわせて、第一～第二段階整備事業者の事業進捗の紹

介、各自治会の取組み状況の発信ができる構成とした。

現在の位置 北中城村′す、一ムページ テ各誤の素内 >農林ァK産誤 Ⅲ磨対活拌化係 Ⅲ農を活かした健康福祉の里づくり事業

農を活かした健康福祉の里づくり事業 o震村活性化係

更新日 :2024年 01月 16日

自然豊かな北中城村で1よ、農業が村の基幹産業の 一つである一方、近年は農業の担い手不足や耕作放棄

地の増加等が問題となつています。

こうした中、村の活性化の方針として、

・  『長寿の村』という特徴を活かした地域ブランドを形成
・  『農・食・福・健・観I運携による健康長寿の6次産業化とブランド形成

により、生きがい。雇用の創出、長寿の秘訣である 「食」「農」を活用した観光の推進などの取り組み

を進めています。

詳細は、以下リンク先をご覧くださぃ。

図 6-4 村 HPにおける本事業の紹介ページ

第 2回屠家の集いのお4B島

せ

北中城村ノk,肇整物「せ[高丹竜対

蝉

第3回農家の集いのお矢□́J

せ

農を活かした健康福祉の里

づくり事業

0磨 を活かした健康福殉|の早づくり事業

事業のニックネームを決めよう ll荻道総合展示会 (農を活かした健康福れとの早

づくり事婆 )

事業の三ツクネームを決めよう in大城スージクヮァー美術館 (農生活か した健

康福祉の里づくり事業 )

事業者の紹介

か 1′■イ碑鷹 福 れ|夕 里ヽ お て I∩ 華 挙 ヽ

更新日 :2024年 01月 10日

0新着情報

事業者の紹介 (震を洒かした健康福祉の里 :)く り事業 )

1諭 事業概患

常 冤=段階率信 (医療柿論・福れと施設 )

歯 大城自治全

鮨 璧週錘笙駐延生切咀選珈錘土

由 荻】
曽自治会

, 2024年 01月 09日

, 2024年 01月 09日

2024年 01月 09日

2024年 01月 09日

2024年 01月 09日
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令和 6年 1月 に開設した事業紹介ホームページの令和 6年 3月 8日 時点のアクセス数等を以下に示す。

アクセスが最も多いページは、「事業者の紹介」ページで、「農を活かした健康福祉の里づくり事

業 (ト ップベージ)」 及び「事業概要・スケジュール」が続く。

国別アクセス先でみると、国内が大勢を占める。

ユニークユーザー (ホームベージを訪れた人)でみると、「事業者の紹介」ページが 266人 となっ

ている。

直帰率でみると、「農を活かした健康福祉の里づくり事業 (ト ップページ)」 及び 「事業概要・ス

ケジュール」、「事業者の紹介」が 21%～28%と低い傾向にあるものの、一部ページでは、50%以上

と他のページヘの誘引ができていない状況が把握された。

表 6-3 事業紹介ホームページのアクセス状況 (令和 6年 3月 8日 時点 )
国別アクセス先 ユニーク

ユーザー
PV
滞在時間

(Sec秒 )
直帰率

日本 香港 スウェーデン ドイツ アイフレランド

農を活かした健康福祉の里づくり事業 185 1 2 1 1 241 447 617 23°/O

事業者の紹介 221 2 266 330 978 28%

事業概要 スケジユール 9G 4 105 131 624 210/c

第一段階整備 (バ イオガス発電施設等 ) 43 1 51 77 201 380/c

事業のニックネームを決めよう in荻道総合展示会 5コ a 57 58 336 50%

事業のニックネームを決めよう in大城スージグワァー美術館 4β 50 52 122 50%

第二段階整備 (医療施設 福祉施設) 34 1 38 45 81 83%

大城自治会 2g 1 32 34 330 100%

荻道自治会 24 1 28 33 971 670/c
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6-3-2 村民・村外向けの意見聴取の実施

村民。村外向けの本事業に関する意見聴取として、村イベントに事業概要を整理した説明パネルを展

示した。

村イベントヘの参加概要及び実施結果を以下に示す。

表 6-4 参加した村イベントの概要及び実施結果

概  要
参加イベント ・北中城村農産物フェア

日時 ・令和 6年 2月 10日 (土)10:00～ 14:00

実施内容 。「農を活かした健康・福祉の里づくり」事業の概要紹介パネル展示

・事業紹介パンフレット配布

主な意見 ・情報周知の強化 (知 らなかった)

・安谷屋自治会でも説明会を実施してほしい

。住みたい人もいっぱいいると思う

図6-5 事業概要の説明パネルの設置風景 (村中央公民館)
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第7章 本事業隣接地域の関係者への意見聴取等の実施

7‐1県営中城公園との連携に関する情報収集
7-1-1 県営中城公園の取組み状況等の情報収集に係る対応

県営中城公園の取組み状況や今後の予定について情報共有が図られる「第 1回中城公園整備促進

連絡会議」の開催について、県都市公園課より提案があったため、本会議における本事業の説明資

料を作成した。

説明資料の作成にあたっては、以下の構成で整理した。

1.背景及び現況の整理
・本事業実施に至った経緯及び取組み状況を整理

2.事業の基本方針
。本事業の目標像及び基本方針を整理

3.事業の全体像
・基本方針を踏まえた取組みの方向性、各方向性の具体的内容を整理

4.段階的な施設整備の方針
・土地利用規制や地権者意向等を踏まえた本事業地区の段階的な整備の考え方を整理

5.施設整備の基本方針
・本事業地区における施設整備に際して配慮すべき観点を整理

6.施設等の整備に係るルール (デザインコー ド)
。本事業地区における施設整備に際して配慮すべき事項を整理

7.本事業を推進するための体制構築の取組み
。本事業の検討・推進体制を整理

8.本事業の情報発信の取組み
。本事業の周知にあたり取り組んでいる事項を整理

9.本事業スケジュール (案 )
・当面の事業スケジュールを整理

10.連絡会議で確認したい事項

・県営中城公園と情報共有及び連携を図りたい事項を整理

7… 1‐2 第 1回中城公園整備促進連絡会議の本事業説明資料の作成

前項で整理した構成を基に、説明資料を作成した。

なお、作成した説明資料を次頁に示す。
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Creating a future

for Kitanakagusuku

農を活かした健康け福祉の里づくりに向けた推進事業

事業説明及び進捗説明資料

2024,3.14

北中城 農林水産課
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01

背景 及 び現況 の整理

は、農業が村の基幹産業の一つである一方、近年は農業の担い手不足や耕作

放棄地の増加等が問題となつています。こうした中、村の活性化の方針として、『長寿の村』という特徴を

活かした地域ブランド化を形成、『農・食・福・健・観』連携による健康長寿の6次産業化とブランド形成に
より、生きがい。雇用の創出、長寿の秘訣である「食」「農」を活用した観光の推進などに取組んでいます。

周辺には教育機関(三育小学校)
がある。

周辺では花(ひまわり)
を素材とした地域づくりが
行われている。

平坦な場所が少なく

基本的に傾斜地となつている。

歴史的・文化的に配慮した

景観形成がなされている。

周辺には伝統的な建築物が

存在する。(中村家)

2022年 8月 7日 ドローン撮影

眺望の良い場所からは

西・東海岸を眺められる。

世界退産「中城城跡Jを

遠景に眺めることができる。

あまり活用されていない農地を
周辺には森林が囲んている。

エネルギーを利用した
持イ芹可能な新しい“履

Ⅲ
のカタチ

帥G,国団□日日

9
^J内

外の人々に

震・食を活かして村の魅力を伝える

SDG3□田田□□

9
人々の心身の健康づくりを推進する

2

02

事 業 の基本 方針

″
持続可能な

″北中城みらいづくり ～北中城 Start from2021～
1.村民自らが中心となり、賑わいのある地域社会と活力に満ちた産業 (農業・観光)を持続。

2.地域の雇用を生み出しながら、人・もの (食・農・エネルギー)の地産地消を強力に進め、
“何が起きても負けない農と住の調和ある安全で安,いした暮らしのできる村"を実現する。

3.輝ける北中城の未来をつくる持続可能なむらづくり。エネルギーインフラ構築を推進する。

グランピング (グリーンツーリズム)

村の資源を使い観光客を呼ぶと圃8守に

村民の健康に促進につなげる

刹Ш■̀
。
1■rved 3

現 況 の整 理

舛占.転 _
Ⅲ‐と′や

―ヤ
iュ
 I

テ

|

すヶ r l′

事 業の基本 方針

村内資源を利用し、
再地域にエネルギーを供

“

G

医食同源の核となる医療・福祉簡

設の整備で,1い島ともに健康増避

塞誌↑緊篠雲著伝雑】色

国云ハウス

う静在型 ,体験農業体験で

北中l成の魅力を村内外にPR

風産物直売所や履家レストラン
地産地消の

Ⅲ
食"によるアプ

ローチで村の魅力を伝える

28

団,6● ■日日



事 業 の全体像

03

事業の全体像

農を中心とした「食 B tt B観・住」連携による健康 E福祉の里づくり

1.以下の4つのテーマを設定し、食。福・観・住に関する取組みを段階的に進めることで「北中城みらいづくり」の
実境を目指します。

2.各テーマで想定した機能 (施 :費)が連携することで、持続可能な北中城の未来へとつながる取組を行います。

北中城
みらい
づ く

C。,vttt20い Om:NIハt∞ NSutTANIS Co.ItO]ヽ こh笛確確障す  4

03

事業の全体像

村の農産物やエネルギーの地産地消

1.植物工場、園云ハウス、農園や再生可能エネルギー施設の整備をパッケージで実施します。
2.藷
轡る
し
罪留慇占轄子飛熊どこ磐ぁ響紹老襖島謬季ひPス

での農産物生産および受害時などに

3,農産物直売所。農家レストラン、四季のお花畑の整備を実施します。
4i 県営中城公園に隣接する土地で整備を実施し、展産物直売所 ,展家レストランヘのより多くの集害を図ります。

5.地産地消の農産物・6次産業化商品の生産・販売、エネルギーの倉l出により、自立した村づくりを目子旨します。

03
再生可能エネルギー施設

02 農作物直売所

慶芸ハウス

01 05
農作物レストラン

И
□
田
日
団
隔

04

SDGs団■□□日□
村の農産物やエネルギーの地産地消/6次産業化商品 農を中心とした人と人との交流ある村での基らし

SDGs団□□日

学蔵農国 市民農自 優良口園住宅

医頻・福祉/健康増進施設

農を活かした心身の健康増進

SDGs

村内外に北中城の魅力を伝える観光・体験型の場

SDGs日
□

農 ×食 農 ×住

農 X福 農 X観
｀
wl脂=

終 X食

植物工場

29
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農 ×福

03

事業の全体像

農を活 か した心 身の健康増進

「医食同源」思想に基づく医療。福祉施設の整備を実施します。

第一段l皆整備区域に隣接した土地に整備を行い、非常時には再生可能エネルギーによる電源・熱源供給について事業者
と協議します。

3.高齢者の健康づくり農園、介護を目的としたリハピリ農園などの整備を実施します。

4.医療・福祉施設の患者の皆様が滞在しながら通院。リハピリができる整備を検討します。

5.農を通して、心身ともに健康長審の村としてのプランド形成に寄与する取組みを推進します。

02 03

田団随
1,

2.

高鱗者の生きがい。健康づくり

“高齢者生きがい慶園"

01

障がい者の生きがいや

子供たちのよりこころづくり
“障がい者支援農園"

03

04
村の資源・ エネルギーを活用
した福祉の取組
“医療・福祉・健康増進施設"

●ユ
'Py'gh 2ols o則

:NTAt CONSt,tiム NIS Coィ tld ttfBヽ ヽに
`PI砲
J 6

地域観光資源との連携

03

事業 の全体像

村 内外 に北 中城 の 魅 力 を伝 える観 光 '体 験 型 の 場

1.体験型観光慶園や滞在型市民農園の整備を実施します。

2.グリーンツーリズム施設として滞在型リゾート体験施設「グランピング (テント型キャンプ施設)」 の
整備を実施します。

3,多数の集客がある県営中城公園や世界遺産、地域の観光施設と連携して村内外の人々に北中城の魅力を
PRし、経済循環、観光害の誘致、移住の促進を目指します。

圏芸療法による高飾者の介護
“リハピリ農園"

県営中城公園との連携

02
滞在型市民護園

01 グリーンツーリズム
関連施設

H

農 X奪見

導‖q~七 
´
|

体験型観光震園

30
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農 X住

03

事業の全体像

農を中心 とした人と人 との交流 ある村での暮 らし

¬・憲覆F冥こ晨ち播冒天8香磐震蓼査見嚢冨娯教醤磐霙罵も星普汗
ネルギー施設を活用した環境教育

2.市民農園及び自己活用震園の整備を実施します。

3.優良田園住宅制度を活用した自然豊かな住宅地の整備を実施します。
4.憲
雲E増捏橿霞窪摺罐蓼ち企径ど晉籍じ掌夢ヂ

流する場、やりがいをもつて働ける雇用の場を倉J出、

02
市民震局、自己活用農園

01 03
学菫震園 畑付き優良田園住宅

Cepv●
=ht 201S Om:Ⅲ

l,ALCONSUtTANIS foと l」 Jt 18)`fl!`ど イヽィrd  8

04

段階的な施設整備の方針

事業の全体像の達成に向けた各主取組みについて、事業区域内の土地利用上の法規制、地権者意向等を踏まえ、6つ区域に
再整理し、段階的に整備を推進することとした。

昨年度は事業実施想定区域の地権者の土地利活用意向、取組アj針、導入機能の役割・機能とニーズ、事業可能目途などを
踏まえ、整備方針の再検証を行い、平成31年度 (令和元年度)の段[皆的整備のあり方について見直しを行つた。

整備段階 整備内容

植物工場、園云ハウス、再生

可能エネルギー施設、学里
~農

国等整備をパッケージで実h也

第二段階 体験・ 雀見光型震園、農産物直
売所 。農家レス トラン、四季
のお花火冊を整備

籍三段階 医食同源の核となる医療・ 福
祉施設の整備を実施

第四段階 市民震園、福祉PR園、滞在型
慶園及び自己活用農画の整備
を実施

第五段階 グリーンツーリズム施設を整
備

第六段階 優良田園住宅整備を実施

rif・(

B

く_

′．浄
　
，

イ4

農× 住
心
ド 命 Ⅲ

●ヶ

段 階 的な施設 整備 の方針

学■農園
施 設ヨンテナ式水率〕萩嬌

・帝電設備

観光農回・
学童農国

(IA極的開発は行わない)

散僚路・ポケットパークなどの
整備を将来的に検討

医療→扇祉
健康増進施設

農家レストラン
・農産物直充所
・四手のお花畑
・園芸ハウス など

債良口回住宅

⑥

地権者の方々の意向を路すえ
■,と集約を図る。

市民1避回など

グリーンツーリズム蘭I系施設
(キヤンブ グランとング)

い

31
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04

参考資料 :事 業区域 (約 1 2ha)空 撮 (令 和 3年 8月 7日 撮影 )
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05

施設整備の基本方針

沖縄県及び北中城村の景観形成ガイドラインを参者に、本事業区域の特徴である3つのキーワード (「地形」、「眺望」、

「歴史・文化」「人と農業の風景」)について方針を整理した。

丘陵地であり、傾斜画も多い

対象地絨であることか,ら、既
存の地形―に配慮した整備を
行うことが望まれる。

沖縄らしい丘陵地の景観

▼
→重要な視点場の眺めに対

して丘陵地の機線を切らな
い整備を行い、自然が途切

れないよう1こ配慮する。

ガ・広
―
が

ニライカナイ
(海の見える沖縄では、海のかなた

桜盈サ再冨イ議あモお忘崩ご鉾上
「沖縄らしい」サトウキビ畑と防風林

▼
⇒人と農、人と健康といつた

人が中心となつた文化的な

景観づくり1こ配慮する。

薩嘩  鞠 。●鰯 撒

い 。 )

下 :中村家住宅のアマハジ(軒下空間)

▼
→良好な眺望を眺める視点場の整備や視界を遮らな
いような工夫、さらには歴史文化と調和した景観と

なるよう配慮する。

施設 整備 の基 本 方 針

地 形 眺 望 、歴 史・文 化 人と農業の風景

32
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デザインコード

06

施設等の整備 に係 るルール (デ ザイ ンコー ド)

施設計画に際し配慮すべき事項についてデザインコードとして整理した。具体的には、地形・眺望の確保の観点から「高さ」、
歴史。文化の観点から「色・素材 。かたち」、人と地域景観の沖縄らしさの観点から「伝続的空間形成」についてまとめる。

周辺の世界遺産や海などの
眺望を逮らない工夫を行う。
ユ要視点場からの見通しを
確保したり、丘陵地の稜線を
切らない高さ設定を基本と
する。

建築物は、沖縄伝統の赤瓦や
石を用いたデザインを基調とし
それに胡和したものとする。
色も周辺の自然環境と胡和す
る色(Y～ YR系 )を基調とした
ものとする。

沖縄の伝統的な空間形成であるテンマーサーやスージク
ワーを積極的に取り入れることとする。

(チンマーサー〉
(木陰空間)

0

0

持

■HP

2023年 (令れ,5年)11月 20日 本
'霞

日

くスージグァー〉
(路地空間)

07

本事業 を推進 す るための体制構築 の取組 み

¬ 協 定締結 式
。 11月 9日、村役場にて関係者による協定締結式を実施した。

開催風景 | |

2 調 整 会 議
。 11月 15日、村役場にて関係者による調整会議を実施した。

※次国調整会議は、3月 28日 (木)に実施ラ定

● 事業進捗の状況共有やつ後の取組み関す各意見交換を継続する
ため、 1□ /月で今後も継続する。

●

Coρ

“
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姫
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為
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綿
噺
鍛

E

す
る
バ
イ
オ
ガ
ス
発
電
施
設
や
範

農
を
活
か
し
地
域
再
生

均絲
羮
腿
轟

ロ

言ig呂

当い城民間や自治会と協定
”
函
業
と
し
て
凩
四
ｔ
米
同
て
衝

づ
く
り
を
進
あ
る
た
め
、
付
内
の

企
費
や
一Ｌ
揮
法
人
、
と
お
茶
Ｌ
協

定
を
建
ん
だ
。
車
費
は
攻
甑
（
大

城
地
直
に
よ
た
が
る
遊
孫
地
な
ど

ｐ
７
万
Ｖ
方
Ｈ
を
６
段
階
に
分

け
、
ｈ
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
施
設

や
Ｌ
無
・
得
止
樋
殺
、
優
英
耐
田

住
毛
な
と
を
２
０
３
０
年
度
■
で

に
と
碑
す
る
．

蛭
た餞

Ｔ

、
食

覆

士

弱

す
る
Ｅ
Ｍ
母
寃
強
い
と
ぬ
れ
憂
階

を
担
う
僕
語
工
一人
ア
ガ
ペ
会
、
状

適
と
人
報
の
両
口
お
会
と
櫛
絡
し

た
。
事
奥
戻
岡
は
、
行
政
■
係
で

な
く
、
民
間
や
閉
死
旭
１■
の
仕
Ｒ

業
を
照
り
彗
く
環
境
は
変
化
し
て

い
る
．
慶
葉
を
■
推
ギ
ス
留
墾
ボで

，
民
生
活
を
終
押
し
し
た
い
」
と

述
べ
た
．

北
中
城
苦
松
油
院
を
連
０
す
る

ア
ガ
ベ
表
の
前
波
”
子
理
車
長

は
、
Ｌ
お
燃
報
ど
霊
偶
て
ツ
柄
化̈
し

た
現
施
設
を
蓮
て
番
え
る
士
え
て

，Ｗ
知
注
医
療
ケ
ア
を
組
み
込
ん

だ
所
施
艇
を
強
前
し
て
い
る
」
と

説
明
し
た
。

よ
】
〔
治
会
の
平
田
憚
会
長
は

「駆
楽
説
明
を
随
嚇
軽
け
な
か
ら
、

地
域
で
何
が
で
き
る
か
提
“
し
た

い
」
と
話
し
た
。

上
嘉
オ
則
村
英
ほ

「事
要
の
苫

理ヽ
騒
仲
は
，
政
が
担
い
、
実
施
ユ
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色・素材 伝統的空間形成

ツーンFⅢ]:Lの たヽ,ムを

F8などが翌
=イ
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ンを一体】I=キ しヽら

歩七 スーシ,「,―

関係 者による協 定締結及び調 整会議 の実施

中
　
部
　

躙
漁
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●事業推進に係る調整の

実施

調整
●各段階整備の事業者選定
●事業実施に係る支援

●構想の事業実施
●事業実施の各種手続き
①用地調整、②事業計画
③資金調達、④インフラ整備

調整

●地権者への情報発信 。

調整
調整

●地 域 住 民へ の情報発

信 。まちづくり支援
● 構 想 を受 けた地 域 的な まち

づくりの実施

●構想実現の事業推進対廠

● 構想実現に向けた取組実

施

北中城村

各段階整備事業者

地権者 ※任意

自治会

07

本事業 を推進す るための体制構築の取組み

運営

エリアマ

ネジメン
ト組織

※住民 。

事業者
・地権
者等に

よる自
主的な
取組み

」一一一一∞

構
構

●

●

想を踏まえた事業進捗の把握・ 提言

想実現に向けたまちづくりへの助言
提言

08

本事業の情報発信の取組み

大城自治会会場

Cし,w中hど 01S Om[NTAt tONSU口 ANヽ Co uむ 剖コshL rで
`er,こ
」 14
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自治会 主催 イベントにおける情 報 発信 (1/2)

参加イベント ・荻道自治会総合展示・即売会
・第18国大城スージグゥワー美術館

日時 ・令和5年 11月 25日 (上)～26日 (日 )10iOO～ 16: OO
・「農を活かした健康・福祉の里づくり」事業の概要紹介パネル展示

・事業紹介パンフレット配布
実施内容

築謝需
配布

荻道自治会 :27名 (25日 25名、26日 12名 )
大城自治会 :41名 (25日 21筈、26日 20名 )

荻道自治会 :41通
大城自治会 :36通

概  要

荻道自治会会場

34
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自治会主催 イベントにおける 1青 報発信 (2/2)

08

本事業の情報発信の取組み

08

本事業の情報発信の取組み

cOpサ■Bヽ t2o150印〔NTAICON制 とTAllい Co′ ttj al■ 8hSにietted 16

10:00～ 14:0

車,～:ィ帯稿幣"
li4懸
題霧踏
:1't

中
lJ=1lIliF;・

農水産

実施風景

…

翻席響螂 :1>〉> 00◎ ◎

・ 第一段階整備等で栽培する品目の精査が重要である。地域の特産となる
品目 (バエラとか)を選定し、地域をけん引する取組みとしてほしい。
・本事業に賛成だが、本地区が整備された後に荻道地区からの移動 (手段)
が心配である。
・地頭に見回り品が買える商店が出来るのは大変助かる。
・ せつかく人が集まる場所ができるのだから、滞在 (宿泊)機能は跡要だと思う(

・ 地域の方の利用や観光客を8乎び込むものとして、温浴施設があるといい。
いても、将来的な活用方法を検討すべきではないかぉ・ 事業屎域の国初に

荻道
自治会

大城  ・立派な施設ズ〕ヾできることは歓迎するものの、本地1或の緑を活かした開発と
自治会  して欲しい。
・本地区の交通アクセスを分かりやすく誘導するサイン等を検討してほししヽ(

・大城自治会からの交通アクセスの整備を検討してほしい。
・県営中期公園にもキャンプ場が整備あり、第五段階と重なるためl為容を更新が図勇
・住宅地ができることは望まししヽ。
・第六段階東地区は、道路付が悪く西地区に比べ住宅として価値が低くなりそう(

・地減に見回り品ズ〕ヾ買える場所があると大変助かる。
・本事業を受けた取組みは、地頭に選元するようにしてほしい。
・村には地域の開発生あわせて下水処理のインフラ整備も進めてほしい。

イベントでしヽただいた主な意見

村 主催 イベントにお ける情報発信

イベント エ

・令不86年2月 10日 (土 )
10:00～ 14:00

日時

。
「農を活かした健康・福祉の里づくり」事
業の概要紹介パネル展示
・事業紹介パンフレット配布

実施内容

・ 1膏報周知の強化 (知らなア)｀った)
。安谷屋自治会でも説明会を実施してほしい
。住みたい人もいっぱいいると思う

主な意見

概   要

イベントの常ldll Ч「Bサ イトかヽ   〉〉〉
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村ホームページによる情報発信

08

本事業 の情報発信 の取組 み

・本事業に関する情報発信の基盤整備の一環として、村HPに事業概要や各段階整備事業者、自治会の取組み状況を整理
したページを開設。
・ε後、村ホームページのトップ画面にバケー設置し、各ページヘの誘SIを強化予定。

農を活かした健康福祉の里づくり事業 o農村活性化係

出典 :北中城村ホームページ
https://―w vi11.kitanakagusuku.lg`jp/kaku
ka/nourin/nouhuku/index.html

08

本事業の情報発信の取組み

・各段階整備区域の地権者情報について更新作業中。
・本事業の進捗について、定期的なI盾報発信 (かわら版)をラ定。つ年度は第 1号を作成し、本国発送。

Co,v● sht201i ORに NIAと CON刊
`TANIS coは

d剖 1 1Bhti ferィ ve」  18

―
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中

中

性
―
』

中

一
【
嬌
欝

即

雪 剪
|

0新着情韓

を活かした健康福祉の里づくり事業

1ど 4撃

0

事業者の紹介 (農を活かした健康福祉の里づくり事業) 121

事業概要・ スケジュール 77

42第一段賭整備 (バイオガス発電施設等)

事業のニックネームを決めよう in荻遭総合展示会 3C

27事業のニックネームを決めよう in大城スージグワァー美術館

2こ第三段階整備 (医療施設 。福祉

'施

設 )

lC放遵自治念

11太城自治会

地権者の情報整理・情報発信

巌据守罰 目0,

■ ■
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09

本事 業 ス ケ ジュール (案 )

今後、本事業の整備に向けては、下記のように進めていく想定である。

■第一段階～第三段階整備 :震振除外を含め一体的なまちづくりを推進

09

本事 業 ス ケ ジュール (案 )

今後、本事業の整備に向けては、下記のように進めていく線定である。

■第四段階～第六段階整備 :地権者意向醸成の状況を踏まえ、事業の具体化を推進

◎

―

てo,wttht 2015 0印 :Nヤ AtCONSじ とTANISCo hJ dIIBh`確 sefve」 20
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“
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項 目

令r02年度 令燕16年度 令和7年度 令莉84F度
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鰤 20年 2021 202欝

鞭
2026年 2027年

申
2022年

蜘
202寄

螂

±1むの確保

電設の群

“

a設計

成及びれも設整備 (工夢)

'8業

・運営

策三段階整備 (農 :

い業者確定、資金確l只、事業:十固策定

扁助メニュー等の調整・ 確定

ilt口の確保

ユの B平細蘭 十

臨成及び施設墾1備 (工事)

運営

事業計商素 響
1以 l年の関業想定

盛 垂 i:巨

との[閣堅。■1'コの確保

略助メニュー等の調整・ 確t

造,光展び施設整備 (工事)

施設の:学細設計

i■イ「|ア
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2027年

鞠 FI夏夏二|
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`E定

 資金確保、事業語函策定

中 中 中 中

中 臨 聴 廟 中

年_0安↓節想定

年度真髄級鷲

中

…

鰤 輛 帷

車
ー
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10

連絡会議で確認 したい事項

¬,自 然環 境 ゾーンの整備 と本 事 業の連 携 について

。 県営中城公園の「自然環境ゾーン」で実施予定の整備
r室儲港爺慧鐘濡蕎塞磨催挙寛屋雰露篇込磐謬病漏悪窪聾寛ランピング施設等)の計画と類似した内容であるため、

ている。

● 自然環境ゾーンで計画されている施設の整備内容及び整備時期等の見通しについて伺いたい。

2 県 営 中 城 公 園 で実 施 予 定 の イベ ン ト計 画 等 の 共 有 につ い て

。 本事業では、令和6年度夏頃から施設稼働に伴い、行政視察の受入等の実施をラ定している。

● 第一段,歩曽整備の事業開始が令和6年度末～令和7年度をラ定してしヽるため、様々なイベント等の実施も想定される。

● 上記を踏まえ、イベント実施タイミング等については、情報共有をお願いしたい。

● 公園内で開催予定の取組み等について、本村から指定管理者に問合せることは可能か。

その他 :本 事 業で生 成され る液 肥 等 の活 用 について

。 本事業の第一段階整備では、生ごみを活用したバイオガス発電を実施ラ定であり、令和6年度夏頃から発電設備の
試験運用を開始ラ定である。

。 パイオガス発電を稼働させる際には、消化液箸の植物の栽培に利用可能な資材も生成されるため、その利用先・提
供先について硯在調整している。

CoつyII,■ 201う ON〔 N「Aと CON,υと
'Aヽ
耳;〔 oとtO Ш 181L'改 "tJ 22
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7‐2中城村との連携に関する情報収集
7-2-1 中城村 。北中城村共同まちづくりの情報収集

令和 5年 11月 に「中城村・北中城村共同まちづくり」が公表された。

本計画の目的等を以下に示す。

表 7-1 「中城村・北中城村共同まちづくり」の計画概要

概  要

目的 t世界遺産中城城跡を核に、両村の共通する様々な課題

を解決し、両村の特性や独自性を活かしたまちづくり

。東海岸サンライズベル ト構想を踏まえ、保全と開発の

両立を図りながら、産業振興・観光振興・良好な居住

環境形成に資する、広域的観点によるまちづくり

役割 ・両村の共同まちづくりの実現に寄与

。住民、行政、民間の関係者全員が協働して取組む

期間 10年間 (2023年 ～2032年 )

本事業区域は、目指すべき将来像の 1つである「地域産業が躍動するまちづくり」において、「農

業・福祉連携拠点」として位置づけられている。

なお、本計画において定められた拠点は、周辺市町村の世界遺産や交通結節点等と連携を図り、多

様性と包摂性のある国際的にも特色ある持続可能な広域的な都市圏の形成にも寄与したまちづくり

を目指すこととされている。

(北谷町)

(沖縄市)

文化10
(■蜘E史回騨)

ぐ購鰐Ⅲ
Ⅲ ■

'卜 々
◆

宣野漁構断遭路 (計百)

(宜野湾市 ) 1し中lttIC

ω赫 ゝ <ロ

新情盟壮禍想

聟 ..
田とする

中H′ シヽ

'L

卜相触

●

文化強
(鳴蜘嘩堂∈:害 )

出典)中城村・北中城村共同まちづくり(令和5年 11月 /中城村・北中城村 )

図 7-1 共同まちづくりのイメージ

曽ぬ増

⑮

H存■と

斎堀御攘
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た

39



また、広域都市圏内における位置づけとして、中城村及び北中城村が中部広域都市計画区域への移

行により、保全と開発の両立を図りながら、産業振興・観光振興及び良好な居住環境づくりに資する

土地利用を広域的かつ計画的に展開し、沖縄県全体の発展につなげていくことが示されている。

上聖誕広域都市E十画区域】

出典)中城村。北中城村共同まちづくり(令和5年 11月 /中城村・北中城村 )

図 7-2 概念図 (共同まちづくりと広域都市圏との関係性 )

さらに、「両村の公共交通ネットワーク形成の方針」として、短期的にはシャアサイクル等を活用

し、中長期的にはコミュニティバス路線を拡充していくことが示されている。

■

■

■

■

■

■

■

東
海
岸
サ
ン
ラ
イ
ズ
ベ
ル
ト
構
想

・シェアサイクルなど端末交通の導入

による移動手段の拡充

・コミュニテイパスの利用促進のため

の利便性の向上

・広域交通 (基幹パス、路線パス等 )

との接続性の向上

。中城城跡及び中城公園における拠点整

備に合わせたコミュニテイパス路線の

更新

理かな再らし

■点

国道329号沿道拠点の形成に合わせて
両村コミュニテイパスの路線の更新

地場産業兵,即拠点

ギ|:メ■点

争ゞ
'「

たな祢・liの形成
―・・・路'Rバ

ス
¨ ・̈ 工幹よイiバ ス
¨¨。お逍バス

ー… 沖 I'せ 1,ヨ ミュバス
0 本手大地域

P仔線バス

米幹をイマバス

高速バス

ギ|夕lたな拠々の形成
……・路綜バス

““
。米幹を行バス

…・・・ 高速バス

沖饗ヽコミュバス

0 本事末地域
―
コミュニティバス

… 沖縄`l]ミ ュバス
0 本率茉地域

中城オ寸・北中城村の現1犬 短期的な方針 中長期的な方針

出典)中城村・北中城村共同まちづくり(令和5年 11月 /中城村・北中城村 )

図 7-3 両村の公共交通ネットワーク形成の方針 (案 )

歴
史

・
文
化
ネ
ツ
ト
ワ
ー
ク

勝達崩障購 昧増 l諄

土地活用するエリア
【北中競村】

生活サーピス鍵薫

(北中増柑侵増岡辺)
農出・福祉連携拠点広増資腕出由

(ライカム地区)

缶覆観光資源

豊灯なおらしサービス拠点
(中糧村役堀周辺)

【中職村】

公共交通ネットワークl域内)常E燃 畜鳩御題 大型HICE歯設
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「地域の交通性を高めるまちづくリプロジェクトの実現化方策 (交通結節点の構築)」 イこおいて、

両村の既存公共交通と広域交通とを接続し、広域的な移動性を高めるとともに、両村の境界部におけ

る拠点施設等の整備に合わせて結節機能の導入と公共交通ネットワークの更新により利便性を高め

ることで交流を活性化することが示されている。

自動車遭 基幹バス 広域交通との連携

広域交通との連携
両村のコミュニティバスを連携し、村内・外
の公共施設や病院、大型店舗の移動が容
易にできるルートを構築

車海岸市町村との
商遠バス

広域交通との連携

広域交通との連携

てだこ浦西駅

モノレール

広域交通との連携

出典)中城村・北中城村共同まちづくり(令和5年 H月 /中城村。北中城村 )
図 7-4 地域の交通性を高めるまちづくリプロジェクトの実現化方策 (交通結節点の構築)

7-2-2 中城村・北中城村共同による立地適正化計画策定の情報収集
「中城村・北中城村共同まちづくり」の「土地利用誘導策の具体的検討 (用途地域の指定や立地適正化計

画の策定 (防災指針の検討))」 において、両村共同による立地適正化計画策定が位置付けられている。

立地適正化計画においては、地域住民に、行政支所機能、診療所、食品スーパーなど、主として日

常的な生活サービス機能を提供する拠点を「生活拠点」として定めることができる。

なお、「立地適正化計画の作成に係るQ&A」 において、都市計画区域外における生活拠点となう
る地域については、総合計画等に位置付け、それを踏まえ、立地適正化計画上での位置付けを検討す

ることは可能だと示されている。

そのため、本事業区域についても、生活拠点としての指定を関係部局と調整することが考えられる。

主要拠点と基幹的な公共交通軸

lllllll::!IH!I!::lllllll

市功各所から公共交通アクセス性に権ヤl【
市民に、行政中枢機能、総合病院、相当
程度の商業集積などの高次の都市機白ヒを
提供する技几点

周辺!也ユ。或から容易にアクセス可能な

・中心拠点を中心に地朗 生活拠点、
居住を誘導すべき地域を結都市軸
で、将来にわたリー定以上のサー
ビス水準を確保する公共交通が
運行する軸

地域の中心として、地域住民に、行政
支所機能、診療所、食品スーパーなど
主として日常的な生活サーLス機能を
提供する拠点

出典)立地適正化計画作成の手引き(令和5年 H月 /国土交通省 )

図 7-5 主要拠点と基幹的な公共交通の概念図

連携

日 国 固 И 目 圏 困 目 B`f:;

中央公

シエアサイクル

北中城村
コミュニティ′`ス

琉球大学

中城モール

シエアサイクル

中城村
コミュニティ′`ス

商業施設

昼幹的な公共交通軸
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9.地方都市や大部市、小規模都市における立地適正化計画について
Q46:立 地適正化計画は都市計画区域を対象として、また居住誘導区域や都市機禽ヒ誘導区域は市街化区

域を対象としていますが、都市計画区域外の生活拠点や市街化調整区域の生活拠点も、立地適正

化計画に位置付けしたいので十 が下能 で し ■うか ?

A 郊外や農村集落等の維持についても重要な観点であり、立地適正化計画と一体的に、これらの拠

点についても検討していくことが重要であると考えられます。

立地適正化計画は都市計画区域内について作成するとされております。従って都市計画区域外に

ついては、総合計画等を活用してこれらの拠点の考え方を整理し、これを踏まえて立地適正化計画

を作成することが望ましいと考えられます。

なお、当該法律に基づくものではない任首の事項として、都市計画区域外及び市街化調整区域に

おける施策等を記載した部分を参考として添付するようなことは考えられます。

出典)立地適正化計画の作成に係るQ&A(国 土交通省)

図 7-6 市街地化調整区域の生活拠点等の位置付けの考え方
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第8章 第四段階整備区域の事業者選定の支援

8‐1第四段階整備内容の具体化

8-1-1 前年度までの第四段階整備内容の検討状況

第四段階整備区域は、令和 4年度検討において、4つのタイプの農園を組み合わせた事業内容に更

新をかけている。更新した内容を以下に示す。

■整備を図る 4タイプの農国と利用者の想定

・地権者の中には今後も自己活用での営農を希望している方もいることから、この地区は市民農

園 。自己活用農園などをメインとした導入施設を基本し、今後詳細検討を実施する。

・第一～第二段階整備区域との連携や地域的一体性を踏まえ、営農方法について一定程度コント

ロール可能な手法を検討する。

・第四段階整備区域内に整備を図る4つの農園タイプと、それぞれの農園利用者のイメージは以

下のとおりである。

①福祉農園 (福祉・病院関係とタイアップした展開)

②日帰り型市民農園 (村民、村内企業等の利用を中心)

③滞在型市民農園 (村内及び他都市の住民、病院関係とタイアップした展開)

④自己活用農業者の農園(現在、現地で営農されている農業者、今後、現地で営農を予定の農業者)

■4つのタイプの農国の配置計画

。「福祉農園」は、第三段階整備区域に病院及び福祉施設の移転集約されるため医療・福祉施設

の整備との連携を想定し、第四段階整備区域の西側に配置する。

。「滞在型市民農園」は、ラウベ (簡易宿泊施設)と農園が一体となり、景観的にも優れたものとなること

を想定し、第四段階整備区域南西側の地区全体の景観イメージ醸成に寄与する配置とする。

・「日帰り型市民農園」は、利用者の来訪頻度、作付け品種等の利用状況を想定し、第四段階整

備区域北東側に配置する。

。「自己活用農業者の農園」は、第四段階整備区域の東側に配置する。第五段階整備区域に整備を予定

するグランピング施設と連携を図り、宿泊者への体験農園としての役割を一部担うことも想定する。

43



第二段階豊常区域
「
   ■‐

医療・将社・健康増違施設4藤
' ()福 祉農□:」

()日 帰り型市民農田干
0滞 在型市民農国4J

《)自己活用農業者の農国争

｀
■|'手 `｀
・

図 8-1 第四段階整備実施区域及び実施内容イメージ

8-1-2 地権者の意向把握状況を踏まえた事業実施方法の検討

本年度は地権者の意向確認状況を踏まえ、「農地を所有していない者が開設する場合の市民農園開

設方法」について整理した。農地を所有していない者が市民農園を開設する場合に活用する制度を以

下に示す。

表 8-1 農地を所有していない者が市民農園を開設する方法 (制度概要)
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開設方法 市民農園整備促進法による

場合 (施設整備を要する場合)
特定農地貸付法及び都市農地

貸借法による場合
農園利用方式による場
合 (法律の規制なし)

開設者と利
用者 との権
利関係

イ:貸付け
=特定農地貸付け又は
特定都市農地貸付け

コ:農作業の実施
=農園利用方式

・貸付け
=特定農地貸付け又は特定都
市農地貸付け

農作業の実施
=農園利用方式

開設者の農
地の取得の

仕方

。「特定農地貸付けJの場合は、
地方公共団体又は農地中間
管理機構から使用貸借によ
る権利又は賃借権を取得

「特定農地貸付けJの場合は、
地方公共団体又は農地中間管
理機構から使用貸借による権
利又は賃借権を取得

①現に利用す る権利 を

有する土地
②所有権の取得 (企業、
NPOは 除く)
③使用及 び収益を目的
とする権利の取得

注 :② と③ ti、 農地法第3条
の許可必要

施   設 農機具収納施設、休憩施設、
トイ レその他の附帯施設の

設置が必要

要件とされていない 特に定めはない

Fァ1設手続 「特定農地貸付け」の場合は

開設者 と農地の所在地を所
轄する市町村、開設者に農
地の貸付けを行 う地方公共

団体等との間で、「特定都市
農地貸付け」の場合は開設
者 と農地の所在地を所轄す
る市町村、農地所有者 との

間で (貸付)協定を締結
開設者が整備運営計画を作
成 し、市町村に中詰
(内 容審査の上、市町村が

認定)

・「特定農地貸付け」の場合は
開設者と農地の所在地を所轄
する市町村、 Fォ弓設者に農地の

貸付けを行 う地方公共団体等
との間で、「特定都市農地貸
付け」の場合は開設者と農地
の所在地を所轄する市町村、
農地所有者との間で (貨 lヽl)
協定を締結
・開設者が貸付規程を作成 し、
(貸付)協定を添えて農業委
員会に申請
(内容審査の上、農業委員会
が承認 )

特に定めはない

(農 地の取得の仕方
の②と③については、
農地法第 3条の許可、
施設 を設置す る場合
は、農地法第 4条 又
は第 5条 の許可が必
要)

開設場所 ○特定都市農地貸付け以外
,市民農国区域
,市街化区域
O特定都市農地貸イヽlけ
・市街化区域のうち生産緑地

○特定農地貸付け
・特に定めはない

○特定都市農地貸付け
,市街化区域のうち生産緑地

特に定めはない

メ リン ト

「特定農地貸付け」及び 「特
定都市農地貸付け」につい

ては、特定農地貸付法の承

認 (都 市農地貸借法で準用
する場合を含む。)が あつた
もの とみなされ、当該承認
があつた場合 と同様農地法
の権利移動の許可等が不要

農地法の転用許可があつた

ものとみなされ、整備運営
計画に定める休憩施設等の

整備については、農地法の

転用手続き不要
市街化調整区域で開設する
場合、都市計画法の開発行
為などの許可可能

・農地法の権利移動の許可等が

不要
,土地改良事業の参加資格を使
用貨借による権利等を設定 した
地方公共団体等に付与

また、上記制度を活用し市民農園を開設した県内事例を次頁に示す。
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表 8-2 市民農園整備促進法に基づき整備した事例

市民農口整備促進法

市町村名 渡嘉敷村

農固名 渡嘉敷村滞在型体験農園

全体面積 (nf) 2.031

最多区回面積 (nf) 200

区回数
14

r宿泊 を 田 ゝ

区回当りの費付期間 1年

最 多区回の

利用料金 (干 円 )

4800
(宿泊施I整型)

利用対象者

贋人本l用に限る、凝囲1=IEに 笙府の,込点
を置き、渡嘉敷村に住民登録可能、かつ1

年以上の居住期間が見込める者,村長が
』める者 子の仙

管理人の設置の有無 無

指導員設置の有無 無

備 考

◆農囲住宅 (ログ造 1戸建て)

◆受賞展囲 (83m2～360m2)あ り

(濃水設備完備 )

質賞料275円 (m2当り。年額 )

問合せ先 渡嘉敷村役場 経済連設E票

表 8-3 特定農地貸付方式に基づき整備した事例

特定農地費付方武

市町村名 豊見城市 金武町 読谷村

農囲名 豊見城市市民農口 雄飛が丘町民ふれあいガーデン 読谷村民リフレッシュ農回

全体面積 (Hf) 7,520 3,751 5,873

最多区画面積 (nf) 60 70 70

区回数 82 43 70

区回当りの貸付期間 2年 3年 2年

最多区回の

利用料金 (千 日 ) 150 00 70

利用対象者

市民であることが,正明できれ 1」t申込可能
(就農希望者用の区画もあるため、農家・

非展家については間わない)

町民で、かつ非農家であれば申込可能
(町民の上への心、れあいをテーマとしてし
るため、非農家とされている)

碗谷村に住所を有し、かつ農業を営んで
いない者に限る

管理人の設置の有無 有 有 無

指導員設置の有無
有

(JAの営降指連 )
有

(JAの営 農指速 Ⅲ 無

備 考

◆個人用と就農希望者用がある

●案内板・産水設備・簡易トイレ

倉庫・職車場完備

●土地改良区内にある

◆個人用と団体用がある

◆公国内に俳設されている・案内板あり

トイレ(バリアフリー含む3個 )

荘水設備 ,倉庫・休憩所・駐車場完備

◆産水設備・トイレ・倉陣・休憩所

盤車場完備

岡合せ先 盤見城市経済建I隻部展林水産課 金武町産業振興課農政係 !読谷村農業推進課農業振興係

8-1-3 企業が貸付農国を実施した事例

民間企業が開発跡地や遊休地等を活用して農園サービスを提供している事例を収集した。

各企業による取組みを次頁に示す。
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■整備概要

。 'Jヽ田急線座間駅前の小
ベーション「ホシノタ
リの一環として「シェ
開設した事例。

元々駐車場であつた場所を「シェア畑」に転用した。

「シェア畑」利用者は団地の住民に限らず近隣からも

募集することで、団地が関かれた場所となり、新たな
地域コミュニティの誕生に貢献。

現在、会員制賞し農園「ハタムスピ」として民間企業
が有機農法を中心としたサポートを実施しながら運営。

■整備概要

。 「三密」にならないアウトドアヘのニーズや、近場で
のレジャー志向が高まつているほか、ESGやSDGsと
いった世の中の環境に対する意識・ 関心の高まりを受
け、西武鉄道遊体地を活用し、所沢近郊の住民を対象
とした賞農園事業を実施。

・  「サクサク畑作 !」 を事業コンセプトとして、利用者
が気軽にサクサク家庭莱園を始められるよう、株式会
社マイフアームのハタムスピの賞農園サービスを利用
し、インターネット上で契約や支払いのお手続きが完
結する仕組みを採用。

・ 月単位て利用が可能であるほか、利用者が作業にl必要
な道具を保管しておけるハタムスピボックス (※)が
区画ごとに備え付けられるため、手ぶらで気軽に来園
可能。

・ 施設内には駐車場を設けているため、お車での来園が
可能。

・ 施設内には利用者が自由に使えるグラウンドカバープ
ランツを植栽したオープンスペースを設け、西止tグ
ループで農業事業のノウハウを持つ西武アグリ株式会
社による農業・ 園云イベントを実施していく予定。

田急電鉄株式会社の社宅のリノ
ニ団地」とあわせて、まちづく
ア畑座間」と「農家Cafё 」を

中   H

■株式会社マイフアームの沖縄県内取組み

沖縄県の環境保全型震業拡大につながる『沖縄県特屠U栽培震産物
栽塔マニュアル』を作成 (沖縄県営農支援課)
令禾85年度内間府沖縄型産業中核人材育成事業『うちな～フード
ビジネスプロジェクト』に参画

図 8-2 企業による貸付農国の例 :シ ェア畑座間

■株式会社マイフアームの沖縄県内取組み

。沖縄県の環境保全型震業拡大につながる『沖縄県
裁培マニュアル』を作成 (沖縄県営農支援課)
。令和5年度内閣府沖縄型産業中核人材育成事業『
ビジネスプロジェクト』に参画

特別栽!。立農産物

うちな～フード

図 8-3 企業による貸付農国の例 :エミファーム新所沢
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NPO法 人Cottto.hana 臓四の概要

NPO法人Corto.hanaは 、産業構造の変十ヒによって地
元産業の東退が進み、空き地や空き工場が目立ら、人□
も激′少しつつある北加賀F全エリアにおいて、地域住民や
クリエイター・恵門家 (料理人、震家箸)と 一緒に空き
地・空き家を活用した震園を整備、野菜づくりやものづ
くりに取り組んでいます。また、地域住民のキ体性を大
切にしながら、勉強会やお祭り、主費幕ヽも子どもを女]験に
した料理教窒等の体験プログラムやイベントの企画・運
営も行い、新たなコミュニティを形成に寄与しています。

II事業スキーム

主体催協威にお1けた各 協力・連載
t用,減丈l=、 途埴住r
の企1爾・窟歯支擢斗

【第1隈圏】 【第2農園】

平成24年の愛に開園した
150詰の経園。建築家と
ともに整備した農貝倉陣
も併設されています。

実績等

II実績
・収入では、農園への移加資が麗も多く、全体の4害J近くを占め、
その他に′ノータリングや体験ブログラムの割合が高い。
・支出では、ケータリング外注黄、家賛・ 1伯代、イベント費の
順で高い割合となつている。

S754,173 1,902051

出典 :壱B市と緑・隅が其牛するまうづくりにBeする讚薗
著「市B日米利用す0のコミュニティ農厠白lJ活用7う策検討調査 報岱醤

(委託香 :国士交通省ぞR市局 平成29年3月 )

遊休地を闘墾して墾備した
500献の広しヽ農園 (平成
25年開園)。 自由に使え
るキッチンとサロンも併設
されています。

農口
`て

け
イAントヘの,サ〔
イベントの企A・笙ど 4′メ則の1■供

理園づくりやイベント
ヘの協力、勲強会の

需師導

や

坤をントリエやオフィ
ス■(.で 安′nt貿貧

地元の不動産会社 (千島土地)は、所有する空き地や
宇き工l務をクリエイター等にアトリエや事務所として安
l面で員貸し、アートの集積による地上凱活性化を目指す
1北加賀屋クリエイティプピレッジ欄想」を推進してお
り、当該NPO法人も寮きオ伯を借りて事業を行つていま
す。クリエイター・ デザイナー 。専門家と協力・連l指を
図りながら、地域住民の主体的な震園づくりやイベント
の盆画・運営等をサポートしています。

図 8-4 空き地を活用した農国整備の例 :来加賀屋みんなの農園

般社団法人

グタ下ラック

千島土地

抹章会社

平成27年度

総支出碑収入

事業主体からのメッセージ
・サービスを―テう的if捉 ひヽするのではなく、9加も自ら |や
りたいこと,や「自分の夢,を叶え、 【〔ヨ己実現】できる

島をみん,なでつくることが、これからの村念に求められる

儘値になります。
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8‐2第四段階整備以降の具体化に係る進め方の検討
8-2-1 第四段階整備以降の考え方

(1)農業振興地域の除外に係る取組み

本事業の推進の一環として関係部局と調整を進めていた農業振興地域の除外に関する取組みにつ

いて、今年度見直しを実施する区域は、第二及び第二段階整備区域となる見通しである。

第四段階整備区域以降の見直しは、2027(令和 9)年度以降となる見通しである。

※一般的には、農業振興地域の見直しは 5年/回

(2)事業推進に係る組織の組成

本事業の推進に係る組織 (調整会議)が組成されており、今後事業間の連携 。発展に向けた協議を

開始している。

第四段階整備区域との緊密な連携に向け、事業者選定に係る仕様等のとりまとめ段階から協議が

必要となる。

(3)段階整備の一体的な実施

第二及び第二段階整備は、本事業目標達成に向け一体的な整備を実施することとしている。

第四段階整備以降の区域においても各段階整備の目標達成及び整備効果の最大化に向け、一体的

に実施することを視野に再検討が必要である。

表 8-4 -体的な整備が望ましい段階の組合せの検討

雰郵:第四及び第二 第′
~錬
―体1ヒ案1:個別に実施 案2:第四及び第五一体化

イメージ

メリット

デメリット

Ⅷ団
口整備内容が機能特化してい

るため、専門性を有する事

業者の参画が期待できる

B段階整備毎の事業効果の差
が大きい

・第四段階整備 (農園等)を宿 ・第四段階整備(農園等)及び宿
泊機能と一体的に整備する  泊機能、住機能を一体的に
ことで滞在型農園リゾート体  整備することで事業規模の
験施設 (農観)としての機能  拡大や農観、農住施設として
強化が期待できる      の機能強化が期待できる
・複合施設整備となるため、実績等を有する事業者が限定的と

なる

第六

(住宅 )
第五

(宿泊)

■隣接する県営中城公園の整備進捗の反映

・県営中城公園では、沖縄県が平成 8年度に

策定した「中城公園基本計画」に基づき整

備が進められている。

・公園内のキャンプ場は、供用済み (日 帰り

1,010円 宿泊 2,020円 (1区画5名まで))

・公園内の農園は、中城城址からの眺望が期

待できる場所で、農村景観形成の観点で設

置するものとし、中城ダムの耐震補強工事

が終わる令和 7年度以降の整備を予定。

自然環境ゾ
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8-2-2 先行地区の供用予定 (2027年度)を見据えた実施内容の更新

(1)先行地区との連携の考え方

第四段階整備以降の地区おいては、先行して施設整備や事業が行われる地区の状況を加味し、適宜

実施内容更新することが考えらえる。

表 8-5 先行して事業を実施する地区と第四段階整備以降の連携の考え方

県営朝 ム`国帥第二段階整備第一段階整備

実施内容

第四段階
整備以降と
の連携事
項 (案 )

・ビオサイクルセン
ター(パイオガス発
電設備他)
ICT太陽光水耕栽培
施設、学董農園、有
機農業国場
・ビォスクエァ(交流広
場)     他

“学童農園と連携した
農体験を通じた教育
プログラムの提供・
連携 (営農指導他)

・フアーマーズ・スクエ
ア(食品加工施設 3

農産物直売所日力
フェBレストラン)
・アグリカルチャーセ
ンター(研修施設)
,ふれあい広場
。有機農業展示生産
圃場     他
・滞在者の農産品購
入、飲食提供
・観光農園と連携した
プログラムの提供 B

連携 (営農指導他)

`病院(内科日精神課ロリ
ハビリテーション科)
※回復期病棟、地域
包′′苦ケア病棟、認
知症治療病棟等
・介護老人保健施設
※デイケア通所サ十
ビス

日滞在者への健康サー
ビス(健康診断、リハ
ビリ他)の提供

口管理事務所のほか

房震9峯稼馬盈
土

。多目
「
的広場を整備し、
フアミリーや団体客
のレクリエーション
活動、野外イベント
等に対応   他

・世界遺産への眺望、
施設デザインの調和、
周遊ルート開発等で
連携

(2)先行地区と連携した実証実験等による需要把握・見直しの実施
民間事業者に検討対象となる施設・敷地を暫定的に使用してもらい、民間事業者の提案事業を試験

的に実施する機会を提供する手法として、「トライアル・サウンディング」といった取組みがある。

比較的小さな投資でテストマーケティングができ、集客のポテンシャルや対象地に必要な機能・規

模感の把握が可能となる。

取組みを通じた民間事業者同士でのマッチング等も期待できる。

トライアル・サウンディングの参考事例を次頁に示す。

図 8-5 トライアル・サウンディングによる事業実施のイメージ

や実施条件等を反映

民間事業者の提案内 民間事業者による施設整備

事業実施(最大20年間)

検討開始
トライアル・

ィング

活用方針

決定

公募条件

決定
公募F汗弓始 よる事業実施

参加した民間事業者は、

公募時の加点を検討
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場所 ①市役所庁舎 (徳島県阿南市富岡町トノ町12番地3)

②科学センター (徳島県阿南市那賀川町上福井南川渕ね番地1)

③中林保育所 (阿南市中林町原23番地)

実施期間 2022年 4月 11日 ～2023年 3月 31日

実施内容 許可案件 :64事業 (市役所5寺科学センター射 中林保育P斤1)

※コスプレ実証実験事業においては3施設を共同利用したこ

とから重複カウント

参加事業者 :231事業者
(・ 飲食業 71・ 物品販売等131・ 教室、ワークショップ 7

リラクゼーション4・ イベント企画 8。 その他 10)

施設の特徴 ①旧庁合は1966年 3月 に建設。2017年 3月 新庁舎を建築。
②誰もが科学と触れ合うことのできる、感動の科学の館。

③2001年 から体所中。建物は老朽化が著しいため、使用出来
ない。

成果 多くの事業者や利用者の方から、公共施設の有効,舌用について「こ

のような公民連携の取り組みを今後も進めて欲しい」といつたご意

見やご要望を多くいただきました。このようなことから、公共施設
において公民連携事業を実践すること力施設不l用者の利便性の向上

にもつなんミることがわかりました。今後も、事業者が爆 を利用す

るにあたっては、本来業務の妨げにならない限りにおいて、受け入

れ可能な範囲において適宜相談等を進めてまいります。また、令和
5年度より阿南市民間提案制度を創設し、皆様のアイデアを募集し

ております。

場所 茨城県龍ケ崎市板橋町440番地 ①農業ゾーン②交流ゾーン

実施期間 2024年 1月 上旬～中旬予定
(申込受付 :2023年 11月 1日～2023年 11月 30日 )

実施内容 2024年 1月 上旬～中旬に個別対話、2月 に結果概要公表予定

施設の特徴 農業公園豊作村は、1999年に開設した面積3万70000活の農業

ゾーンと、2000年に開設した面積4万7000∬ の交流ゾーンか

らなる。
農業ゾーンには平屋建て床面積604,9ドの管理棟 (総合交流
ターミナル)、 農業体験ができるレンタル農国が1“区画あ

る。
他にも、花・野菜苗の販売を行っている温室や、ガスオーブ
ン・各種鍋等完備の調理実習室、農業専門書やガーデニング、
ハーブに関する書物などが自由に読める図書コーナーなども

ある。農業を通じた。S、れあいの中で心地よい時間を過ごすこ

とが出来る。

特に温浴交流施設「湯ったり館」ついては、開設から23年が

経過した施設の老朽化が進み、近隣に民営類似施設が開業す

る状況下において、利用者数は減少傾向が続いている。
これに伴う収入減少に加え、近年の社会情勢等の影響を受け
た事業経費の増加も相まって、運営状況の悪化が顕在化して

いる状況。
このような現状を踏まえ、事業の抜本的な見直しにより本施

設を有効に利活用することを検討している。

【実施風景】阿南市役所1階で行われた「農福マルシェ」

農福連携とは、農業分野で体の不自由な方が活躍

することを通じ、自信や生きがいを持つて社会参

画を実現していく取り組み。

【実施予定場所】

図8-6 トライアル・サウンディングで農業を実施した事例 (阿南市公共施設)

ン (レ ンタルファーム)

出典 :阿南市HP

閥麟鶴競基所 f翠

交流ゾーン (レ ンタルファーム)

出典 :有 Eヶ 崎市HP

図8-7 トライアル・サウンディングで農業を実施した事例 (龍ヶ崎市農業公園豊作村の利活用)

鞠
ギ
帯
曳
守

~~iド

_   ^  ″

|ゝ

=41、
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場 所

実施期間 2020年 10月■日～2021年9月 30日

実施内容

Oお東子・コーヒー販売
日程 :2020年■1月 23日、 12月 5日 、 12月 12日

O山登りの相談所、コーヒー販売
日程 :2021年3月 14日

Oて くてくTAKE OUTマ ルシェ
日程 :2021年4月 lo日

事業主体 :Atdに r sora deЫ gn

Oク ラフトワークショップイベント「呈山ワークショッ
プJ
日程 :2021年 6月 30日 、7月 1日 、7月 2日
事業主体 :備タカテ不動産

O大人のための遊び場
日程 :2020年 11月 22日

O心の冒険対A吾の場
日程 ,2021年3月 28日

同山県倉敷市児島麿琴町142■ -1

瀬戸内海国立公国に指定されている「王子が岳」は、巨岩・

奇岩が連なり、瀬戸内海の島々、瀬戸大僑や美しい夕陽を望
むことが出来る。眺望を楽じめる休憩所として利用出来るの
が「王子が岳レストハウス」。

【実施施設・施設周辺】

出興 :な獣市HP

ィ王子が岳

出宴 :工 野市‖P

メモ :市や阜の出Pに、 1,イ アルサウ
ンデインダの写真う1霊いので、一旦偏
て、慌譜や蔦請贈 子の写真を転せてぃ
ます。

王子tt岳

施設の特徴
実施の経緯

出要 :王 野市HP

出霙 :4数市HP

日兵 :ヨ,臼布HP

図 8-8 トライアル・サウンディングで宿泊を実施した事例 (倉敷市王子が岳レストハウス)

幹岡県島田市金谷官士見町 3383番 1タト25筆 【実施施設】

2021年7月 16日 ～2022年 1月 31日

O学びの丘キャンプ場
日程 :2021年 7月 26日 ～8月 24日
事業主l本 :

O旧金中跡地でペルセウス座流星群を見よう !

日程 12021年 8月 12日 ～8月 13日
事業主体 :全谷コミュニティ委員会

O秋の星宝観察会
日程 :2021年二月20日
事業主体 :金谷コミュニティ委員会

宮層†劣憂饗ミ鼻義諮逹2月 12日
事業主体 :島ママoream、 株式会社ママバ トン F
牧之原台地に位置しており、周囲を茶畑に国まれた約S.5ヘク
タールの土地。北側には大井,IIが流れ、遠くに富士山も望め
る見晴らしのよい場所にある。近くには東名高速道路、新貢
名高速適路のインターチェンジや富士山静岡空港もあり、交
通アクセスも良好。

成果 ・民間事業者が考える事業内容に対して本計画地の現1大が抱
える課題がヨ月らかとなった,
・地域住民が本計画地に求める機能が把握でさた。
・本計画地の活用に対し地域住民から多くの霧特の声が寄せ
られた

図 8-9 トライアル・サウンディングでキャンプイベントを実施した事例 (旧金谷中学校跡地)

場所

実施期間

実施内容

施設の特徴
実む日の経総

ギ
'い
ilV′
'弓

曲
鶏鍛・

1・ 費嗚'
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第9章 庁内の事業推進に係る意見聴取等の実施

9-1関係課工程会議の開催支援

9-1-1 関係課工程会議の開催概要

本事業の事業進捗状況及び今後の対応について、第一段階整備事業者と庁内関係課での情報共有

として、現地視察及び関係課工程会議を実施した。意見交換を行った事項を以下に示す。

表 9-1 関係課工程会議の開催概要

_=郵 輩

瑕

図 9-1 関係課工程会議の開催風景及び現地視察風景

実施概要

第 1回

(2月 )

① 農健福祉の里推進事業に関する各課対応事項の進捗共有

② 第一段階整備 (事業者 :EM研究機構)の事業進捗説明
③ 今後の事業展開に向けた調整事項・スケジュールの確認

部署名 調整事項

農林水産課 ・農振除外関連の調整

・農健福祉の里事業の進捗確認 。調整

・各課窓口の紹介・調整

企画振興課 ・特定推進費活用状況の確認 。調整

生涯学習課 ・試掘予定の確認・調整

・世界遺産バッファゾーンの確認・調整

教育総務課 ・給食センター残澄排出状況の確認・調整

上下水道課 。本事業への現況給水の確認・調整

建設課 ・村道登又大城線整備計画の確認 。調整

・景観計画の適用等の確認・調整

住民生活課 ・事業系一般廃棄物運搬の確認 。調整

53



9-1-2 関係課工程会議の結果概要

関係課工程会議の意見概要を以下に示す。

■農林水産課

農振除外を今後も進めていく。本事業推進に関する総合的な窓回は農林水産課が担うが、専

門的な内容は各課に委ね、総合的判断は村長、副村長にお願いする。

視察対応時の飲食店をはじめとした各種情報提供を各課にお願いしたい。

■企画振興課

国庫補助をどのように確保していくかについて、協力していく。

■生涯学習課

埋蔵文化財の有無の確認が必要なので、土地の切り盛りがある場合、お知らせいただきたい。中城

城跡のバッファゾーンにあたるので、建物外観の色調については奇抜な色にならないよう調整したい。

■教育総務課

毎日200～ 300 kg給食から食品残澄が発生している。食品残澄は毎日回収に来ているが、回収業者

の施設には定休 日があり、定休日の食品残澄保管場所として給食センターは衛生上問題があるので、

回収業者の施設定休 日には別途費用を支払い別の施設で処分するなど、対応は調整している。

■上下水道課

過去に三育小学校の入り日付近に給水メーターを設置し、そこまで給水管引き込みをする方

向性で、設備業者と相談していた。その後、交差点寄りに設置したいとの相談があったが、当

該箇所に設置が難しい旨の説明をし、設備業者で検討をしていると思われるが、その後のリア

クションがない。本事業区域は下水道整備区域ではなく合併浄化槽処理区域であり、一部補助

制度が令和 9年度まで活用可能である。

■建設課

村道整備は西側起点から中城公園入日付近までを公園アクセス線として拡幅整備しており、

中古自動車店のところまでは整備が済んでいるが、地権者の健康問題、相続問題があり用地交

渉が進んでいない箇所がある。本事業に影響しないよう、村が積極的に動くというよりも、地

権者に寄り添って動いているため、相続関係の整理を待っている状態である。地権者について

も同じ方が様々なところに土地を持っており、これまでに何度も公共事業に協力しているた

め、今回の協力を渋られる場合も多い。景観については、EM研究機構が周辺の歴史的な景観に

配慮した対応をしていただいている。第二段階 。第三段階についても同様に調整をさせていた

だき、周辺の景観に沿うよう対応いただけているものと理解している。中城村との共同まちづ

くりでは、両村共同で立地適正化計画策定に取り組んでおり、令和 6年度中にとりまとめる考

えである。計画作成に際して荻道・大城地区で、どのようなまちづくりを進めるかを検討して

いる。中城城の城下町なので、景観を維持できるよう合意形成をしていきたい。

■住民生活課

一般廃棄物の収集・運搬には許可が必要であり、バイオガス発電に用いる生ごみの搬入につ

いても調整が必要である。令和 6年度から発電施設を稼働させるのであれば、諸手続が必要に

なるので、調整を進めていきたい。
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第10章 農振除外及び開発許可等に係る関係機関との意見

聴取等の実施

10-1第二及び第二段階整備区域の農振除外に関する調整

10-1-1 第二及び第二段階整備区域の農業振興地域除外に係る調整

第二及び第二段階整備区域における農業振興地域の除外に係る調整を進めた結果、以下の範囲で

見直すことで概ねの合意が図られた。

今回の農業振興地域の除外範囲等を定める上での観点を以下に示す。

なお、同様に農業振興地域の除外に向けた調整を進めていた第六段階 (西地区)については、「市

街化調整区域による制限があり、県と協議をしており、第二段階、第三段階と比較して事業進捗に

著しい開きがあること」から今回の範囲に含めないことが確認された。

・農業関連施設と、医療、福祉、観光などがうまく連携することにより、農地の有効利用や耕作

放棄地の解消に努め、農業振興につなげることで、村内の零細な農地規模に合った労働集約型

の農業を進めること

・全体計画が、医療、福祉、観光、教育などと農業との連携で守備範囲が広くかつ各項目を有機

的に結びつける高度な施策であること

表 10-1 農用地利用計画変更明細表 (箇所別集計 )

新旧

比較四

No

地区名

く大学・′卜宇)

棄賣
面積

(nl)
=数

との現況地目別内釈(nf) 変更目的等

農用地 山林原野 その他

11
蘭西部

善舎場 東前原
174600 1 000 174600 000

駐車場・ヤード
・私迫

121
面西部
安谷屋 前原

2330C 1 23300 000 000 離車場

!3+
爾西部

大城 登原
154675 7 000 142900 11775 福祉施設

(■ |
束部

熱田 加井真川原
2960C , 000 29600 000 宅地

15,
束部

熊田 浜原
6920C 1 000 69200 000 宅地

お|
南西部

薇通 前原 平田廊
2584736 32 2489306 000 95430 医療 4邑祉施設

農産物直売所等

除外候卒森合呂l 43 2512606 416300 107205

合 計 3036, 11 43 416300 107205
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検討地1■ :政道 前原2801～ 2631(14筆 )
平田原352～ 35610(6筆 )

検討面積 :248931)6ni
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図 10-1 本事業区域における農業振興地域の除外予定範囲位置図
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図 10-2 本事業区域における農地区分判定
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10-2第二及び第二段階整備区域における開発許可の考え方の整理

10-2-1 検討の前提

第二段階整備として病院及び介護老人保健施設の必要床面積を確保するため、第二段階及び第二

段階を一体の開発行為としてとらえるケースが検討されている。第二段階、第二段階を別個に整備

する場合と開発許可制度上異なる論点が想定されるため、各段階を一体として捉えた場合の整理を

行う。

各段階を一体の開発行為として捉える場合、主に以下の点を検討する必要がある。

表 10-2 検討事項

検討事項 論点

技術基準 開発区域面積が大きくなることに伴い、適用される基準が変更

立地基準 用途が複合することによる解釈の変更

また、第二段階及び第二段階を一体的に整備するにあたり、既存農道の付け替えが検討されている。

主に、第二段階整備区域内に移設する案と第二段階整備区域東側に移設する案の 2案がある。

開発区域 (案 1)

第一段階

W=9m
→

雄
中

ｏ
型
蕉

◆W=9m 村道 153号線 (大城登又線) W=9m

計画幅員 9m

図 10-3 第二段階整備区域内に農道を付け替える場合のイメージ (案 1)

―

生案 )(付け替

第二段階
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‐

第一段階

第二段階 第二段階

(付

開発区域 (案 2)

計画幅員 9m

図 10-4 第二段階整備区域東側に農道を付け替える場合のイメージ (案 2)

10-2-2 技術基準関係 (法第 33条 )

第二段階及び第二段階を一体の開発行為とすることで開発区域面積が増加することから、開発区

域面積に関連した基準を検討する必要がある。

第二段階、第二段階の区域面積の区域面積は、現状おおむね以下のとおりである。

表 10-3 第二段階及び第二段階の区域面積

整備段階 第二段階 第二段階 合計

区域面積 (想定) 約 7,700∬ 約 H,500∬ 約 19,200∬

※農道部分の面積は含まない

(1)道路 (法第 33条第 1項第 2号 )
1)前面道路 (第二段階及び第三段階の接道)に関する事項
開発区域南側に接している道路については、政令第 25条第 2号の基準を満たす必要がある。

第二段階及び第三段階を一体とした場合の開発区域面積は、約 19,200ゴあることから、道路

幅員は9m必要となる。なお、幅員 9mが必要となる区間が開発区域に接する区間のみでよい
のか、事業者は開発許可権者に確認することが望ましいと考えられる (例 :別 の道路と接続す

る区間まで幅員 9mが必要になるか)。
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2)農道 (第一段階整備の接道)に関する事項

第一段階に接している農道を付け替える場合、農道も開発区域に接することから同基準の対

象になると考えられ、幅員 9mが必要になると考えられる。ただし、開発区域から人や車両の

出入りを行わない場合、実質的に当該道路を利用する範囲は第一段階整備区域利用者に限定さ

れることから、同基準の適用について、事業者は開発許可権者に確認することが望ましいと考

えられる。

<開発許可権者に確認すべき事項>
幅員 9m以上が必要な区間の考え方

人・車両の出入り有無によって、必要な幅員が変わるか

既存農道の幅員の考え方

開発区域 (案 1)

計画幅員 9m

図 10-5 案 1の場合の道路幅員のイメージ

‐

第一段階

(付

第二段階

W=

と案 )

第三段階

政令第 25条第 2号の基準が適用
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第一段階

第二段階 第三段階

(付

政令第 25条第 2号の基準が適用

開発区域 (案 2)

図 10-6 案 2の場合の道路幅員のイメージ

案 )

計画幅員 9m
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出典)都市計画法に基づく開発許可制度に関する運用基準 (平成 29年 5月 /沖縄県/p.226)

図 10-7 道路に関する技術基準 (抜粋 )

(2)公園・緑地・広場 (法第 33条第 1項第 2号 )

開発区域の面積が 3,000∬以上 50,000∬未満の開発行為を行う場合、開発区域内に開発区域

面積の 3%以上の公園、緑地、広場の設置が必要となる。

第二段階及び第三段階を一体とした場合の開発区域面積は、約 19,200∬あることから、同基

準の検討が必要となる。ただし、同条ただし書きにおいて、「開発区域の周辺に相当規模の公

園、緑地又は広場が存する場合、予定建築物等の用途が住宅以外のものであり、かつ、その敷
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地が一である場合等開発区域の周辺の状況並びに予定建築物等の用途及び敷地の配置を勘案し

て特に必要がないと認められる場合は、この限りでない。」と規定されている。

開発区域の南側には中城公園があり、用途も住宅以外であることから、公園等の設置が不要

となる可能性も考えられる。

<開発許可権者に確認すべき事項>
開発区域内の公園設置の要否

1頃

献141当寸
‐
与

場許。と隋等
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11 lil''41樫 h

出典)都市計画法に基づく開発許可制度に関する運用基準(平成 29年 5月 /沖縄県/p.228)

図 10-8 公園に関する技術基準 (抜粋)

(3)緩衝帯 (法第 33条第 1項第 10号 )

開発区域面積が 10,000∬以上の開発行為を行う場合、緩衝帯の設置の検討が必要となる。

緩衝帯の設置が必要となる用途は「騒音、振動等による環境の悪化をもたらすおそれがあ

る」用途であり、具体的な用途は明示されていない。ただし、『最新 開発許可制度の解説 第
四次改訂版』では、緩衝帯の設置が必要な用途として、一般的に工場を指すとされている。

第二段階及び第三段階の用途は工場ではないため、緩衝帯の設置は不要と考えられるが、事

業者は開発許可権者に設置要否を確認することが望ましい。
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<開発許可権者に確認すべき事項>
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出典)都市計画法に基づく開発許可制度に関する運用基準 (平成 29年 5月 /沖縄県/p.242)

図 10-9 緩衝帯に関する技術基準 (抜粋 )

10-2-3 立地基準関係 (法第 34条関係)

(1)総論

第二段階、第二段階を個別に整備する場合は、第二段階は法第 34条第 4号または第 14号、

第二段階は第 14号に該当することが考えられる。しかし、第二段階及び第二段階の一体的な開

発行為とする場合、第二段階で整備する用途である農家レストラン及び農産物直売所並びに第

二段階で整備する用途である病院及び介護老人保健施設すべてを網羅する基準でなければなら

ない。

このような場合、法第 34条第 10号 (地区計画)または法第 34条第 14号 (開発審査会)のい

ずれかが想定されるが、事業スケジュールや地区計画を設定する区域の妥当性を考慮すると、法

第 34条第 10号ではなく法第 34条第 14号の基準を満たすかを検討すべきと考えられる。

沖縄県は、法第 34条第 14号に関して開発審査会提案基準、開発審査会付議基準を定めてい

るが、今回のケースではこれらで定められている用途に該当しない。そのため、個別に法第 34

条第 14号の要件を満たすかを検討する必要がある。
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図 10-10 緩衝帯に関する技術基準 (抜粋)

(2)介護老人保健施設及び病院について

第二段階及び第二段階整備を一体化することで建築物の用途が複合している場合であって

も、個別の用途が現行の基準 t方針等を満たしていることが求められる可能性も想定される。

開発許可制度運用指針では、法第 34条第 14号関係で介護老人保健施設及び病院について運

用の方向性が示されている。
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1)介護老人保健施設

介護老人保健施設について、開発許可制度運用指針では次のように説明がなされている。

(15)介護老人保健施設

具体的な運用に当たっては、次に掲げる事項に留意することが望ましい。

①介護老人保健施設については、各地域の要介護老人数等を踏まえて見込まれるその地域の需要

を考慮した規模のものでなければならず、他の地域からの利用を数多く想定した大規模施設の

設置は適切でないものとされていること等から、協力病院が近隣に所在する場合等介護老人保

健施設を市街化調整区域に立地させることがやむを得ないと認められる場合には許可して差し

支えないこと。なお、介護老人保健施設のうち社会福祉法第 2条第 3項に規定する第二種社会

福祉事業の用に供せられるものについては、(17)※ を参照すること。

②介護老人保健施設担当部局との調整

都道府県の介護老人保健施設担当部局においては、介護老人保健施設の開設許可手続を支障

なく進めるために、あらかじめ申請者から計画段階での事前協議を受付け、事前審査を行うこ

ととされているので、開発許可担当部局において介護老人保健施設担当部局と十分な連絡調整

を図るものとし、開発許可は介護老人保健施設の開設が確実に許可される見込みであるものに

ついて行うことが望ましい。この場合、介護老人保健施設担当部局において、介護老人保健施

設の開設が確実に許可される見込みである旨の確認がなされることとなっているので、別記様

式第 2の確認書の提出を求めることが望ましい。なお、必要な場合には開発許可担当部局から

介護老人保健施設担当部局に対し、当該確認書を作成のうえ申請者に交付したことの事実関係

について直接確認することも考えられる。

※ I-7-1市 街化調整区域における法第 34条第 14号等の運用 (17)社会福祉施設

上記②では、開発許可担当部局は、県介護老人保健施設担当部局 (高齢者福祉介護課)と、

あらかじめ開設の確実性について連絡調整を行うことが望ましいとされている。村において

は、県開発許可担当部局 (建築指導課)と高齢者福祉介護課双方に、介護老人保健施設に関す

る情報提供を行うことが望まれると考えられる。

2)病院

病院については、開発許可制度運用指針では次のように説明がなされている。

(18)医療施設関係

医療法 (昭和 23年法律第 205号)第 1条の 5第 1項に規定する病院、同条第 2項に規定する

診療所又は同法第 2条第 1項に規定する助産所であって、設置及び運営が国の定める基準に適合

する優良なものであり、その位置、規模等からみて周辺の市街化を促進するおそれがないと認め

られ、かつ、当該開発区域を所轄する地方公共団体の医療施策の観点から支障がないことについ

て、関係部局と調整がとれたもののうち、以下の①から③までのいずれかに該当するものである

こと。
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①救急医療の充実が求められる地域において、患者等の搬送手段の確保のため、当該開発区域周

辺の交通基盤等の活用が必要と認められる場合

②当該医療施設の入院患者等にとって、開発区域周辺の優れた自然環境その他の療養環境が必要

と認められる場合

③病床過剰地域に設置された病院又は診療所が、病床不足地域に移転する場合

なお、医療施設に係る開発許可については、開発許可担当部局と医療施設担当部局とが十分な

連絡調整を図ることが望ましい。

法第 34条第 14号に基づく病院の場合、上記①～③のいずれかに該当する場合が開発許可制度運

用指針に合致する病院として、通常許可して差し支えない用途となる。これら①～③に該当するか

は建築指導課のみで判断することは困難と考えられ、県病院担当部局 (医療政策課、病院事業局)

とあらかじめ調整を要することが見込まれる。

特に今回は病院の移転であることから、移転先となる第二段階整備区域が病院整備 。医療施設整

備関係の計画の観点から①～③に該当するかを確認することが考えられる。

また、村においては、建築指導課と県病院担当部局双方に、病院移転に関する情報提供を行うこ

とが望まれると考えられる。

なお、①～③に該当しない場合であっても、個別に法第 34条第 14号の許可基準を満たす場合

は、許可される可能性がある。

10-2-4 その他調整事項

(1)開発区域

農道を第二段階整備区域内に付け替える場合、農道によって第二段階及び第二段階が分断さ

れることから、別々の開発行為として捉えられる可能性も考えられる。

農道の配置とともに、開発区域の考え方を県建築指導課と調整することが望ましいと考えら

れる。

(2)将来的な農道の扱い

技術基準を満たすため、農道の整備が必要になる可能性がある。特に農道整備が生じる場

合、将来的な農道の位置づけを整理する必要がある。

整備を事業者が行い、道路管理者を村に移管する予定となっているが、建築基準法上の扱い

(開発行為による道路とするか、市道にするか 等)について、整理が必要と考えられる。
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10-2-5 開発許可担当部局 (県建築指導課)との調整事項等

これまでの検討結果を踏まえ、事業者が県建築指導課と確認 。調整することが望ましい事項を整

理する。

表 10-4 県建築指導課との調整 。確認事項

10-2-6 その他調整事項等

項 目 概要 想定される対応者

技術基準関係 幅員 9m以上が必要な区間の考え方

人・車両の出入り有無によつて、必要な幅員が変わるか

既存農道の幅員の考え方

開発区域内の公園設置の要否

緩衝帯設置の要否

事業者

立地基準関係 介護老人保健施設に関する情報提供

病院移転に関する情報提供

本寸

開発区域 農道の配置に応じた開発区域の考え方 事業者

これまでの検討結果を踏まえ、関係各所と確認・調整することが望ましい事項を整理する。

表 10-5 その他関係部局との調整 E確認事項

確認先 項 目 概要 想定される

対応者

県介護老人保健施設担当部局

※高齢者福祉介護課を想定

立地基準関係

介護老人保健施設に関する

情報提供

本寸県病院担当部局

※医療政策課、病院事業局を

想定

病院移転に関する情報提供

村建設課 農道 将来的な農道の扱い 事業者
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第11章 各段階整備の進捗状況等に関する委員会の開催

1牛1事業推進委員会の開催支援
11-1-1 事業推進委員会の開催概要

今年度の事業推進委員会において、意見交換を行った事項を以下に示す。

なお、第 2回推進委員会では、第一段階整備区域の進捗状況について現地視察を実施した。

表 11-1 検討委員会の開催概要

実施概要

第 1回

(11月 )

① 今年度の委員会の進め方の確認
② 北中城みらいづくりと事業概要の説明
③ 今年度の取組み内容の報告
。第一段階整備の現状報告 (EM研究機構 (オブザーバー)報告)
。第二段階整備の現状報告 (EM研究機構 (オブザーバー)報告)
・第二段階整備の現状報告 (若松病院 (オブザーバー)報告)
・第四段階整備以降の検討状況
・将来的なエリアマネジメントに向けた対応状況

④ 意見聴取
・第二及び第二段階整備を一体的に進めることに関する意見交換

・第一～第二段階整備の事業進捗等を踏まえた第四段階整備以降の見直しに

関する意見交換

⑤ 今後の予定

第 2回

(12月 )

① 第 2回委員会の論点説明
② 報告
・第 1回委員会の主な意見及び対応の報告

・第 1回委員会後の追加意見及び対応の報告

・第 1回委員会以降の進捗の報告

③ 意見交換
・第一～第二段階整備の事業進捗等を踏まえた第四段階整備以降の見直しに

関する意見交換

④ その他

第 3回

(2月 )

① 第 3回委員会の論点説明
② 報告
・第 2回委員会の主な意見及び対応の報告
・第 2回委員会以降の進捗の報告

③ 意見交換
・事業全体のベルソナ設定に関する意見交換
・事業区域内での移動手段確保に関する意見交換
・第四段階整備以降の見直しに関する意見交換
・グランドデザインに関する意見交換

④ その他
・次年度以降の進め方の報告
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図 11-1 第 2回推進委員会の開催風景及び現地視察風景

11-1-2 検討委員会の結果″死要

今年度の委員会の意見概要を以下に示す。

表 11-2 検討委員会の主な意見

主な意見

第 1回

(11月 )

・進捗状況が住民にまで伝わっていないので、周知を依頼したい。
・11月 25日 、26日 に大城自治会のイベントを開催するので、事業進捗を展示した
ほうが、住民から様々な意見が得られる。
・地域の協力を得るためには、情報を住民レベルにまでおろしていくことが必要である。
・第一～第二段階整備事業者には、見た目が美しく洗練されている建物を建ててほ
しい。先人も納得するような外観を第二段階までで採り入れると、第四～第六段
階のデザインコードの模範となる。

第 2回

(12月 )

。第一段階整備区域で提供可能な教育プログラムについて、地域の歴史教育との連
動が可能か検討いただきたい。
・地域内の移動手段について、第一段階整備区域で発電した電気を使用した電動カ
ートを活用等、地域の強みと運動した取組みを検討いただきたい。
・地域の特産品の生産から加工を一体的に実施できる拠点化が望ましい。
・本事業区域と各自治会で協働による防災まちづくりの可能性について検討いた
だきたい。
・農作物以外で本地区に人を呼ぶコンテンツも検討した方がよい。

第 3回
(2月 )

・事業者が土地の取りまとめを行うとなれば、参画しづらく、何かしら地権者意向をまとめ
てもらえるとよい。事業者が見ず知らずの地権者を訪問することは難しい。
。このプロジェクトの内容を第四段階から第六段階地権者は理解していないので、それを
理解していただくことが優先事項である。
・第一段階から第六段階を見学に来た人向けに情報共有ができるプラットフォームをつく
ることができれば、本ヽすとしてもよいのでイまないか。
・事業区域外から農作物以外でも人を呼び込むコンテンツとして、みどりの豊かさを活か
したアクティビティがあるとよいのではないか。
・宅地開発はコミュニティづくりも含めて検討していくべきである。
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第12章 事業内容の住民等への説明資料及び報告書の作成

12‐1事業内容の住民等への説明資料の作成

12-1-1 事業内容の住民等への説明資料の基本的な考え方

令和4年度の村民等への事業内容の周知に係る資料作成では、事業全体の理解醸成に向け、各段階整

備の事業内容やスケジュールについて周知するため、ポスター等の大判印刷や配布資料としても活用な体

裁で作成した。

本年度の村民等への事業内容の周知に係る資料作成では、過年度成果を基本に最新情報へ更新した

事業概要リーフレットを作成した。なお、一般の村民が見ても内容を理解できるよう平易な文章と図を多

用した内容とした。

12-1-2 事業概要リーフレットの作成

前項で整理した事項を基に、事業概要リーフレットを作成した。

なお、作成した資料を次頁に示す。
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1即 引 けく明こ劇サて

活発な地域社会・産業の創出
村民の皆韓や地元企業なと力t中心となり、賑わ1
のあう地域社会と活力に消ちえ産業を持授しま塊

自立した村づくり
地域の雇用ととみ出しながら、人 もの (食 ,
農 エネルギー)の地産地消を強ノ,に進め、 口何が
起きても負けない農と住の調和ある安全で安心した
喜らしのできる村・ を実現します。

持続可能なエネルギーインフラの構築
輝けるJヒ中城の未来む交え、次世代にBIき 継いで
いくために、エネルギーインフラを付全体でつくり

ユし中城村
農を活かした

健康・福祉の里づくり事業

■0「与と吊顎村

す筍懲|=

1霞露藍摯任あ里づく」事業とはす
自然とかな1ヒ中城村では、農業め1村の豊t,憲業の一つ
である一方 近年は農業の担い手不足や耕作故葉地の増
加こが問題となっています。

こうした諜躍に対し、北中l裁のみらいづくりに向けた
3つの基本方針に基づき、取組みt選め、本社における
生き力ヽ ,ヽ,研VV桝鞭4朗 嘘 E楽である「査 「農 を
活用し′_霊光の11輩倉●ることく 村の活性化を目指します。

Oiと 帯肺
沖縄県 Hヒ中j驚オj役場 農林水屋課

沖縄瞑中重民郎北中j崩サ字鬱含場426番 lu2

燃酬 象地
rttH・ 木城J地区を対象地としています。

照歯中増公節に隣接しており多くの人々の来 gぅ が
期待できるほか、今後エネルギーインフラの整備
など防災的な機能向上が

望まれるという点から

嵌適 大城地区を整俯

し段階的

図 12-1 事業概要リーフレット表面レイアウト

撃難暉徳象色観と轍覇臨躍議継星維&
,のた産物の地産地消やG次化商品の開発 エネルギーの地産地消に
よる慶産物生産を行うための整備を行います。

とに触れ人と人との交流をもち 本永く村に住みたくなるような整
l僧を行います。

鏃 麟
農こ効 レス トラン 農産助直売所 再生可能エネルギーね農嚢
機切工場 固芸ハウス コンテナ式水耕穀猪施般 等

兵轟 打紙 露
滞在型市民農霞 学題農園 ,口付き侵良園固住宅 筆

北中城
みらい

rづ くり

高齢者の生きがいの創れ,闇
=療
法介:"の場の創耐iや障ア′{い者文槻

を目的として粛囲の整備を行います .

醒 鞄
リハピリ農園 高齢4■ きがいR回 障力liヽキ支撥療園
医療 福祉 憾車増強施設 筆

I寸外からの観光客や移住者を温かく迎え入れるための場を望備します

ま 葛競と」鯉

liゆ電観光慕凹 滞在型農回 り′― 卜体験施設

Ｎ
八

事重支境に向けては対鎮地内での土地利用上の法
的制約や整備内容によって事業主体の事業,画ヘ
の取組時期が興なることが想定されます。
よつて,■地活用を4子 うとでの l去的,,J約の少ない
土地から段階的にすと備を検討してまいります。

整0段贈 盛備内害

帝―段階 楢物工場 固芸ハウス、再生可能エネル
ギー施設 学菫臓固 毎

第二段階

お■段階

事口段贈 市民H口、編祉康国 滞tttB饉  専

第■段階

窮本段旧

筆

図 12-2 事業概要リーフレット裏面レイアウト

12‐2報告書の作成
前項までの各種検討や作成成果について、本報告書にとりまとめた。

織X食

71


